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第3次千葉市消費生活基本計画に基づく令和元年度事業実績及び令和2年度実施予定認，蕊の蕊誘鶴全安心の確保
基本的方向1消費生活の安全･安心の確保

1

ｰ一

昌口
r茸 所管課 施策の内容 指標及び平成30年度実續 令和元年度実施予定令和元年度実施予定 令和元年度事業実績

一

評価 今後の課頴 令和2年度実施予定

1

消費生活
センター

生活衛生課

食品安全課

食中毒及びその疑いによる健康危機
が生じた際は､食品衛生所管課等と

迅速に連携を取り､健康被害の拡大
防止等の対策を実施します。

健康被害に関する相餓があったた
め､食品安全課へ専用シートを活用し
て情報提供を行った。

○食品に関する相麟情報連絡票の送
付件数

･送付件数(1件）

保健所から食中毒(疑)発生情報を受
理した際は､被害拡大防止の観点か
ら､関係自治体への調査依頼､情報
提供､国への報告､記者発表等を
行った。

･他県等から食中毒(疑)発生情報を
受理した際は､食品安全課と相互に
情報を共有し､必要な閥査の依頼を
行った。

･原因施設等に対し､営業停止､施設
等の改善指導､及び衛生教育等､再
発防止に必要な措置を実施した。
食中毒による処分件数(5件）

消蜜生活相談の中で､食品による健
康被害に関する相談を受けた場合
は､相談者の同意のもと食品安全課
へ専用シートを活用して情報提供を
行う。

保健所から食中毒(疑)発生情報を受
理した際は､被害拡大防止の観点か
ら､関係自治体への調査依頼､情報
提供､国への報告､記者発表等を行
う。

･新たに国が設置した広域連携協議
会へ参加し､国及び他自治体と連携・
協力していく｡他県等から食中毒(疑）
発生情報を受理した際は､食品安全
課と相互に情報を共有し､必要な調
査を実施する。

市民等からの届出に基づき迅速かつ
的確に原因究明調査を実施し､必要

な措置を讃ずるとともに､関係機関へ
情報を提供する。 、

健康被害に関する相談がなかったた
め､食品安全課へ情報提供は行わな
かった。

○食品に関する相談情報連絡票の送
付件数
･送付件数(0件）

保健所から食中毒(疑)発生情報を受
理した際は､被害拡大防止の観点か
ら､関係自治体への鯛査依頼､情報
提供､国への報告､記者発表等を

行った。
･新たに国が設置した広域連携協議
会へ参加し､国及び他自治体と連携。
協力した｡他県等から食中毒(疑)発
生情報を受理した際は､食品安全課
と相互に情報を共有し､必要な調査を
実施した。

原因施設等に対し､営業停止､施設
等の改善指導､及び衛生教育等､再
発防止に必要な措置を実施した。
･食中毒による処分件数(8件）

ー

a

a

引き続き､広域連携協鍛
会へ参加する必要があ

る。

保健所及び他県等から食
中毒(疑)発生情報を受理

した際は､迅速かつ的確
な情報提供等を行う必要
がある。

市民等からの届出に基づ
き迅速かつ的確に原因究
明を行い､必要な措置等

講ずると共に韓情報提供
を行う必要がある。

消費生活相談の中で､食品による健
康被害に関する相談を受けた場合
は､相談者の同意のもと食品安全課
へ専用シートを活用して情報提供を
行う。

･保健所から食中毒(疑)発生情報を
受理した際は､被害拡大防止の観点
から､関係自治体への調査依頼､情
報提供､国への報告､記者発表等を
行う。
･国が設置した広域連携協議会へ参
加し､国及び他自治体と連携･協力し
ていく。

･他県等から食中毒(疑)発生情報を
受理した際は､食品安全課と相互に

情報を共有し､必要な調査を実施す
る。

市民等からの届出に基づき迅速かつ
的確に原因究明鯛査を実施し､必要

な措置を講ずるとともに､関係機関へ
情報を提供する。

2 生活衛生課

食の安全性確保のため､食品衛生法

に基づき､千葉市食品衛生監視指導
計画を策定します。

平成31年度千葉市食品衛生監視指

導計画を策定した。
令和2年度千葉市食品衛生監視指導

計画を策定する。
令和2年度千葉市食品衛生監視指導
計画を策定した。 a

引き続き､関係法令や食
品衛生上の実情を踏ま
え､計画を策定する必要

がある。

令和3年度千葉市食品衛生監視指導
計画を策定する。

3 食品安全課
食品衛生法に基づき食品営業施設等
の監視指導を実施します。

重点的に実施する施設を定め監視指
導を行った。
○食品営業施設等の監視件数
･監視件数(6,557件）

毎年度策定する千葉市食品衛生監
視指導計画に基づき､食品の流通拠
点となる食品製造施設､大規模食品
取扱施設､給食施設等(地方卸売市

場内施設及び食烏処理場を含まな
い)に対し､重点的に監視指導を実施

する。

重点的に実施する施設を定め監視指
導した。
○食品営業施設等の監視件数

･監視件数(5,811件）

b
引き続き監視指導を実施
する必要がある。

毎年度策定する千葉市食品衛生監
視指導計画に基づき､食品の流通拠
点となる食品製造施設､大規模食品
取扱施設､給食施股等(地方卸売市
場内施設及び食鳥処理場を含まな
い)に対し､重点的に監視指導を実施
する。

4 食品安全課

地方卸売市場における食品営業施設
等の監視指導､食品検査を実施しま
す。

地方卸売市墹内の施設を監視指導を
行った。
○地方卸売市場における食品営業施
設等の監視件数
･監視件数

(14,100件）
･検査依頼検体数等
(192検体7,171項目）

毎年度策定する千葉市食品衛生篶
視指導計画に基づき_食品の流通拠
点として､重点的に監視指導を実施
する。 、

地方卸売市場内の施股を監視指導し
た。

○地方卸売市場における食品営業施
設等の監視件数
･監視件数

(12,902件）

･検査依頼検体数等
(198検体7,226項目）

b
引き続き監視指導を実施
する必要がある。

毎年度策定する千葉市食品衛生監
視指導計画に基づき､食品の流通拠
点として､重点的に監視指導を実施
する。
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基本的方向1消費生活の安全･安心の確保
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2

番号
－

５

所管課

食品安全課

巻雲命両壼

食鳥検査､食烏処理場の監視指導を
実施します。

指橇没が平成30年摩奏鱈 ．

食鳥処理場の監視指導を行った。
○食鳥処理場の監視指導実績
(1)大規模食鳥処理場
鳳監視回数(14回）
曇監視指導件数(42件)
(2>小規模食鳥処理場
｡監視回数(2回）
･監視指導件数(4件）
(3>大規模食鳥処理場食鳥検査
P検査羽数（7“1,“0羽）

令和元年度実施予定令和元年度実施予定

毎年度策定する千葉市食品衛生監
視指導計画に基づき､一羽ごとに食
烏検査を行うとともI皇､食品の流通拠
点として､重点的に監視指導を実施
する

令和元年度事業実糸

食鳥処理場の監視指導を行った。
○食鳥処理場の監視指導実績
(1)大規模食鳥処理場
･監視回数(14回） ゞ

嘆監視指導件数(43件）
(2)小規模食鳥処理場
･監視回数(3回）

．監視指導件数(6件）
(3)大規模食鳥処理場食鳥検査
｡検査羽数(7,325‘324羽）

一

評価

a

今後の課題

引き続き監視指導を実施
する必要がある。

?全護、咳鐸磨牽悔宰室

毎年度策定する千葉市食品衛生監
視指導計画に基づき､－羽ごとI畢食，
鳥検査を行うとともに､食品の流通拠
点として､重点的に監視指導を実施
する。

6 健康科学課
食品衛生法に基づく食品検査を実施
します。

平成30年度監視指導計画に基づき食
品等･給食食材の検査を実施した。
○食品検査実績
溺微生物学的検査〈348検体1@633項
巨)：

輿理化学的検査(498検休”36塁項
目）

他に食中毒･食品苦情のものを対象
に検査を実施した唇
○食中毒･食品苦情検査実績
｡微生物検査(583検体8,219項目）
理化学的検査(#6挨体1“項目）

毎年度策定する千葉市食品衛生監
視指導計画に基づき､食品の試験検
査を実施する．

平成31年度監視指導計画に基づき食
品等･給食食材の検査を実施した。
○食品検杏実績
｡微生物学的検査(354検体1鰯696項
目）

典理化学的検査(498検体17,罰2項
目）

他に食中毒｡食品苦情のものを対象
に検査を実施した。

○食中毒･食品苦情検査実績
・微生物検査(655検体11‘520項目）
｡理化学的検査(24検体225項目）

a

検査機器が老朽化してお
り､検査精度を維持するた

めに､機器を更新する必
要がある。

毎年度策定する千葉市食品衛生監
視指導計画に基づき食品の賦験検
査を実施する。

7 農政課

新鮮で安心な農産物の供給確保のた
め｢千葉市産農産物生産者認証制
度｣を運用します。

地産地消の取り組みを推進するた
め､以下に取り組ん笹。

区役所朝市(花見川､稲毛､美浜)．
幼稚園ふれあい市
･実施回数(42回）

地産地消の取組を推進するため市内
生琵者が生産した農産物的販売機会
を増やすとともに､｢地産地消マーク」
の周知を行う。
また県と連携し､市内生産者へrちば
GAPj(県が麗鉦)の情報提供及び取
得支援を行う． ．

地産地消の取り組みを推進するた
め、以下に取り組んだ。

区役所朝市(花見川、稲毛､美浜)。
幼稚園ふれあい市
･実施回数(25回〉
(台風､大雨等のため実施回数減）

市内農産物のPRチラシを作成し､市
内農産物を取り扱う市内量販店に配
布し､HPにて紹介するなど､市内農
産物のPR及び地産地消マークの周
知を行った。

｢ちばGAP｣等の認証制度に関して
は､生産者の個別相談に応じ､県と
連携して取得支援を行った．

a
朝市の集客数を増加させ
る必要がある。

朝市､ふれあい市等直売の機会を継
続しつつ､量販店のインストアやオン
ラインショップ等､市内農産品の多様
な販売チャンネルへの販路開拓支援
を行う。
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番号

8

鼻 ;受所管課 。

環境衛生課

雷･緬窒の内容、"が、 、 ＝ x

シックハウス対策や衛生害虫の自主、
的な駆除など､住居衛生に関する相
談業務を行います。

指標及;び平成Sc年摩実綣輯毒『iも

住居衛生に関する相談の受理
h化学物質等(15件〉
‘害虫相談〈2“件）
リシックハウス閣連(1件）
､""* ."壷_‘ ､ … ､ ｡

住居撫盗､衛生害虫に関渉る講習の
実施(計5回）

屯 L

¥" ､令和元年度実施予定

住居衛生相談窓口で相餓を受け付け
るも# 浄 、 ．:職､

講習会の開催や､.ﾎ鼻毒ムパ誌ジ等を
活篇し知識の普及を図る圏

中 H

令和元年度事業実績“':"" ＆

住居衛生に関する相談の受理
P化学物質等(18件）
菌害虫相談(235件）

住居衛生も衛生害虫に関する講習の
実施(計3回）

評価

a

孝 w,獄ゞ今後の課顕:職蕃．

知識の普及啓発方法を適
盲見直していく必要があ
る。 。

講習を実施する講師の能
力向上のため､外部研修
等を受講し､最新の知識

を習得する必要がある。

令和2年震実施詫定#灘I睡蕊

卜

住居衛生相縦窓画で相談を受け付け
る6 "》 ” ” :: ” " ”』 鼻 』 q .1 .

講習会の開催や零ホ毒ムベ幸ジ等を
活用し知識の普及を図る｡ ,$ l ､､嘩藍

旬

9 建築指導課
木造住宅及び分譲マンションの耐震

診断及び耐震改修に要する費用の一

部を助成します。

" :鳶 ": : 』 : ‘ 増識． ,皐
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唾
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蔀造佳宅9戸の耐震診断助成を案
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6分醸竜ンショジ予備診断1棟総本診

断1棟､設計1棟､工事"監理1棟の耐
震診断助成を実施。 ． 、

: ． ： ． ： 、

‘木造住宅40戸の耐霊改修助成を実
施蔵報: ゞ§
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4" ･ ･･ 竜』嬢: P
4 上 ⑬

3や ① 跡毎千
●七 , ,

昭和顕年5月31日以前の旧耐震基準
により建設された､戸建の木造住宅
及び分譲ﾏﾝｼｮﾝを対象に､耐震診
断助成を実施する。

耐溌診断の結果､耐震性能が劣って
いると診断された､木造住宅〈平成12
津5月劉日以前に建設さ漉灸構造謀
点加未満)及び分譲鷲ンシヨン《構造、
耐震指標が“未満>侭ついてざ耐震
改修を行うものに対じ､耐溌改修助成
を実施する｡構造評点0国7未満と判定
された木造住宅(昭和56年5月31日以
前対象)について《二段階の工事によ
り現行の耐震基蕊を満たすように耐
震改修(二段階耐震改修)を行うもの

に対し､助成を実施する｡ ‘ 、 fk
“ ‘ : ~

木造住宅(昭和56年5月3旧以前対
象)の1階部分に耐震シェルターを設
置する場合に耐震費用の一部を助成
する｡ ．

4 芋虫
》

琴

､』;練、

･木造住宅及び分譲マンションの耐震

診断助成申請なし｡

制分譲マンション､工事･監理1棟の耐
霞改修助成を実施｡

･木造住宅35戸の耐霞改修助成を実
施。

C

申請がなかった耐震診断
助成について､市政だより
やホームページを見てい≦
ない市民への啓発方法を

検討する必要がある。

昭和56年5月31量以煎の旧耐震基準
により建設された､戸建の木造住宅‘
及び分嬢ﾏﾝｼｮﾝを対象に§耐震診
断助成を実施する6

耐震診断の結果､耐震性能が劣って
いると診断された､木造住宅(平成便

H ,F

年5月31白以前に建設されさ構造評
点”未満>及び分譲マジシ饗ﾝ《構造
耐震指標が”未満>についても耐震:
改修を行うものに対し鶴耐震改修助成
を実施する｡構造評点0.7未満と判定
された木造住宅(昭和56年5月31日以
前対象)について､二段階のェ事によ
り現行の耐震基準を満たすように耐：
震改修(二段階耐震改修>を荷うもの
に対い助成を実施する3 と 『 鍔 .§F職『 ､ ‘ f

融 ~Jふ

木造住宅(昭和56年5月31白以前対
象)の1階部分に耐震シェルターを股
置する場合に耐鰻費用の一部を助成
する。 ‐ ="、”

： & 、

” 』 ､， 』‘男慧鈩
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～

ノ

4

日壱

10 住宅政策課

､ 逢 ≦ ,≦ y,施策の内容”i、 ．

すまいのコンシェルジュ(千葉市住宅
関連情報提供コーナー)において､住
まいに関する情報提供などの相談業
務を行います。

y :悪福標及び平成30年度実績 ，

f

g , 3 ､

謎 、 、 氏 愚

●

画すまいに関する相談業務などの相
談業務を行ったぶ・ ・ ・ ‐ ． "‘罫ゴ． 、 ､ .… ． 凱;:;:…

… ‘ M斑N

,相談実績(軽微な相駁1噸9絆を除
<)”2件

番
目
凸
培
竜
目

Ｌ
ｂ
趣
、
悪

児

や

唖

・

心

口退巳Ｆ

Ｆ
中
・
託
》
尚
Ⅱ
〕
中
榊
に

、

中

‐
慨
Ｊ
紙

』
曲
野
、
Ｊ
ｆ
、
魂
氏
口
母
鞍
口
李
鼻
嘩
毎
塗

晶

軋

Ｊ

『

瀞

白

紗

唾L 盃

⑭ hF

詞ｲ1』プロ午ら 夫"巴丁ｱ正‘ 難

年 寺

f f

匁 1裾 4

．すまいに関する情報提供などの相'〆
談業務を行う。
霞市内にある空家等膣関し〔物件情報．
や売買(賃貸)条獅:鄙物件の利嬢希
望者め利用条件jの楕報を相互に鍵
供する(r空家等情報提供制度J、目
標件数40件)。

山

ま

岬
蝿
誹

酌『．牛

。
Ｌ
『
￥

目曾背目号碍

騨

建

目
凸

魁
ａ

杏
元 度事業実績 ､

｡すまいに関する相談業務を行った。
･相醗実績(軽微な相談1,411件を除
<)657件

･市内にある空家等に関ずる『物件情
報や売買(賃貸)条件jの情報提供を：
行った(7件):｡ ‐§
･市内にある空家等に関する｢物件の
利用希望者の利用条件』の情報提供
を行った(30件)。 、

2鍔 1

魁綿

麺
：
＃
●
ｈ
｝

､ふぎ鐸::F今携の淫呉首塞ぎ7 －

すまいに関する相談業務
の拡充を図るとともに､空
家等に関する情報提供者
や相餓者に対しては4より
細やがな情報提供や状況
の把握に努める必要があ
る。

芋ィ 2

”蛎鰯令和p ,、但下醒、 ､ ” ､漆

｡､湊 ： 職 ｡ : . . ､ . ‘ I .､穂 ‘
： 3鉢球

.すまいに関する惰報提供などの糠&
談業を行う6 ミ ： 壷
･市内にある空家篝に関し『物件情報
や売買(賃貸>条件進馳件の利用希
望者の利用条件｣の情報を相互に提
供する(『空家等情報提供制度』､目魚ゼ
標件数(物件:30件さ利用希望者叩、
件)。

"識"､ ”、〆÷熟…＃ 1W忍”
、 。: 。 ､､: : ､｡ :｡ ： 譽 :窟嘩'繰働 鷺． . ｡“ ： .､ 舟

凸 ¥ G時 吟 二 一 ﾆ ､二E9回 可 ｡ F . ｡’

｡ ” ' ‘4‘ ¥ざ ‘ ・ ： ． :・ 鷺a 《: ､f・・ ： 罰 , 弓， 課 ．β

: .､誇羅夢･ ‘ “ . .;､､ ‘鑿拳: ．. ･蝉:． ． ｰ E ： 〆藤

11
建築情報相談
課

住宅の確認申請において､建築基準
法等に基づく厳格な審査を行うととも
に､中間検査及び完了検査での検査

率の向上を目指し､法の的確な運用
を図ります。

凸 争 呼
哩
＆

ホ篭ムページ及び市政だよりにおい
て中間検査や完流検査の受検の呼
ぴか:けを宿った｡、 ~ ･澱｡::､‘" ‘

弓

建箏主に返却する確麗申請書の副本

に『完了検査受験jのお願い文塞の

添徽を行った｡｡.:. “ “" ;鷺一" :､§i職4
凸 鄙 ■ 、．

L 蒔 』

中間検査や完了検査の時期を予測
し､はがきで『中間検査､完了検査の
お知らせ｣を通知した。

J , ' ; ゞ

O完了検査獄郵鵡”;､ I：" # #､;" :;&
※令和元年度末目標100%) ･；f ’

｡

3尋 秒

f

｣鍔： 』

副 b､

･ホ会ムページにおいて中間検査や"：
完了検査の受検の螺びかけを行うも”
･市政だよりにおいて中間検査や完了

＃謹篭雛溌
本
添罵蕊

ﾅる･ ， ､ “ ・駒

認申諭書の副・

検査受験Jのお願!､文雷を
■ 秒 凸乃

;口中間検査や完了検査の時期を予測
し､はがきでF中間検査､完了検査の
お知らせ｣を通知する範囲を拡大す
る

邑

噌

＃

㎡

司

晶

Ⅱ
勤
釦
、
斗

雷

弓

￥

醗

申

印

“

が
耐
Ｅ
恥
凸
子
出
『
晶
凸
ｆ
昇
・
辛
‐

中

１

、

Ｅ

出

ず

哩

回

Ⅱ

』 ⑯

唾『小

b 上 L

＝ に ﾄ

ホームページ及び市政だよりにおい
て中間検査や完了検査の受検の呼
ぴかけを行った。

建築主に返却する確認申請書の副本
に｢完了検査受検｣のお願い文書の

添付を行うた｡Y & ; '¥
中間検査や完了検査の時期を予測
し､はがきで『中間検査､完了検査の
お知らせ｣を通知した。

､

○完了検査率(94.9%）
※令和元年度末目標値100％

b

b 吾

J

完了検査率100％を目指
しﾐ左記の取組みについ
てより効果的な実施方法

等を検討していく必要があ
る。

L ､牛

弱” …“､ 噌慰』 “

写 . 日.■二画を

L蝉

凸 P

隅

畳曾

ホームページや市政だまりにおい斌驚
中間検査や完了検査の受検の呼び、
かけを行う｡i ｡．

⑪ q鼻 鼻 . 』 幹虻｣､凸 や

凸 ." 骨

建築主に返却する確認申請書の副本
にr完講検査受検｣〃お願い文喜蓄添
付する鐸Ⅲ ﾂ#":評 ゞ､蕊

中間検査や完了検査の時期を予測：
し､はがきで『中間検査､完了検査の

お知らせ』を通知する蕊;舞謹:!識
灘駕篭溌認"‘ , ≦ ::海鑓蕊縁饒謹錘錘導建童･

； 層』'』:. : :奉罰: " み: .津: :｡:: : :

ザや

晶
詐
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基本的方向1消費生活の安全･安心の確保
冒里旦百口生ユ由旦、李全ｲとの域4里

5

ー白堂呑号1登 B

12

℃銀 ｺ 、”I E皀算鴛所管辱： Ⅱ課:

消費生活
センター

グJごヘマタ巳 凸ｰ

消費生活用製品安全法及び電気用
品安全法に基づく立入検査の実施に
より､商品等の安全性に係る表示の

確保を図ります。

恥 L#指標及び平成SO年度実績r
寺 七 7

消費生活用製品安全法及び電気用
品安全法に基づき立入検査を実施し
たざ； 〆 ｡

幹

O立入検査件数ゞ
b消費生活用製品安全法に基づく堂
入猿査件数(6件蕊､瀞【 ”:… ｡鷲一”､ L？ ' 2 屯

件数(6件） 、 ：
咽 4 H

令和元年度 実施予定
号

写 F v

曲 二 学

f『 魁

1. ﾄ 分

消饗生活用製品安全法第41条第1項
及び電気用品安全法第46条第1項に
基づく立入検査を実施する。

E 心 ､ 雫､ .. ?⑫. 丁 申

呼 過 F ⑳

牛

中中FF

針 『 抵｡ 魚

E 噂

答答
元元 度事業実績.“ 、 ？度事業実績.“ 、 ？

消費生活用製品安全法及び電気用
品安全法に基づき立入検査を実施し
た。

○消費生活用製品安全法に基づく立
入検査件数(8件） ･ “: ､ ;
O電気用品安全法に基づく立入検査
件数(6件)．

a

二 鄙

今後の：

唖 ■

由. . ⑳

息:､灘令和2年度実施予定‘ 。“澄鐵息:､灘令和2年度実施予定‘ 。“澄鐵
哩 〆 ： ;; ， 墓

陸 . 口冒唱

．
ｆ
今

消饗生活用製品安全法第41条第1項
及び電気用品安全法第46条第1項に
基づく立入検査を実施する。

｡ 撰

嘔

ﾛ E DF H , , も

4 F

1 F 員

13 環境衛生課

市内に流通する家庭用品について、

有害物質を含有する家庭用品の規制
に関する法律に基づく監視指導を実
施します。

d

k 3 q 鍔熈

､辞贈 ■

L･ H b l Y 1

芋 ･ H 凸 凸& 鈴 : 邑歩､､畏 制

:､癖"" " " ”縁“ 号を､御 窪: ,、噂

息家庭用品の基準適合検査に係る年
間計画を立て､試買を行い､針画どお
り検査を依頼した。
(80検体128項目

沖

違反製品:なじ）

⑨ qn 口

己
包

ご R ，

唾 ㎡ 謎

3

家庭購品鰯基準適合栓査のため』市
内に流通するおむつ鳥肌着､下着､寝
具等の繊維製品及びスプレー､洗剤
等の化学製品の試買を行い､環境保
腱研究耐こ検査を依頼する。

守 申 唱 写 #
咽 心

浩 唖

4､ ｼ里

b家庭用品の基準適合検査に係る年
間計画を立て､試買を行い､計画どお
り検査を依頼した。
(80検体128項目違反製品:なし）

山 呼

a

試買時iご実施している賎
売業者べの家庭用品の規
制に関する知識の普及啓
発は､今後も継続して実
施していく必要がある。

戸典 T 』 5

J

n名

家庭用品の基準適合挨査のだめ塔読
内に流通するおむつざ肌着､下着､寝
具等の繊維製品及びスプレー､洗漸
等の化学製品の賦買を行い､環境保
健研究所に検査を依頼する。

P，％

14 健康科学課

家庭用品について､有害物質を含有
する家庭用品の規制に関する法律に

定める規格基準に適合しているか検
査を実施します。

｡ 寺 も

背

零÷

保健所から検査依頼を受け、
繊維製品等(ホルムアルデヒド等)の
賦験検査を実施した。

O家庭用品検査実繍ゞ 、
(80検体128項目γ

、
伊
丁

ぷ F甲､心 ｿ N ,｡ #

○

典
」
９
『

令

J

』 冒
唱1 壬 『冠

旨 職 F 1
恥･桑 〆

保健所からの行政依頼に基づいて賦
験検査を実施する。 ｡』ず

背 中｡ h鍔 二7 F荊⑨

〆Y

分｣

蔀

拝

保健所から検査依頼を受け､繊維製
品等(ホルムアルデヒド等)の試験検
査を実施した。

○家庭用品検査実績
(86検休128項目) ､ 。

a

Ｊ

軋

牙

虻 も 』 字

検査機器が老朽化してお
り､検査精度を維持するた
めに_機器を更新する必
要がある ｡ ”磯

隼

hE『 E J 品 J

含

保健所からの行政依頼に基づいて誌
験検査を実施する｡ : :蓑、 ：獄

: : >,鳶 ､ 篭 :蕊.報 : 読雪 鷺
鞭 . :: 量 ' 鷺 毒 .
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基本的方向1消費生活の安全･安心の確保
旨里尾百4四極燐西山、痩糎 一 、

1

､

〆一

6

可 帛号

15

所管課 志

消費生活
センター

室ﾙｰ ､ 串｡施策の内容一ず蝉津 、

消費者庁､国民生活センター､千葉
県ほか近隣都県市等との間で消費生
活の安全･安心の確保に関する情報
交換を行います。

年＝記壷壺奉器ハヘーーーー

に ら ⑨ 句

千葉県悪質商法被害者支援研究会
(県くらし安全推進課･県警)への参加
により事業者指導に関する楕報の収

集や知撤の習得を行うとともに､消費
者朧や近隣都県市等との会議を活用
し情報交換を行った。 ： : ，

占'1譲令和元年度実施予定
台

ｵ ､ ② ⑬鄙

B 令暉

国や近隣都市等との会溌を活用し、

事業者指導に関する摘報の収集､意
見交換等を行う6;詞} ｡ ‘ ； ボデ 、

苧 呵

千葉県悪質商法被害者支援研究会
(県くらし安全推進課･県警)への参加
により事業者指導に関する情報の収
集や知職の習得を行うとともに､消篭
者庁や近隣都県市等との会議を活用
し情報交換を行った6， “
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口
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ロ
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Ｊ

Ｉ
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ゞ

口

」
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口

可

－

:． §： ，令和堂年度実施予定蕊慧蕊j、

沖 日も

国や近隣都市等との会融を活用し、
事業者指導に関する情報の収集､意
見交換等を行う｡ '‘‘"碓癒"""

16
消費生活
センター

商品やクリーニングなどのサービスの
安全･安心確保のため､関係機関等

に対し必要な検査を依頼します。

孟 管

鄙 蒔鄙

鍵活箱識こおい種必要とされ
ﾐ件が発生しなかうたため農検査
頁は行わなかった。

｛盆凡~

、

亭

､可

將 把 ． ﾖ

才

Q 粘 晶堂

¥ ,

凸や

、

＄甲 §閂

消費生活相談において必要とされる農#
案件については､速やかに関係機関､
へ鯛査を依頼する。 ： 、， －

別f

円

嗜 j 齢

関係機関へ検査を依頼した6
依頼先; X独）国民生活センター商
品テスト部 一

依頼件数:2件 一

J HJ

a
ｵ￥

輔 ｡ 亨 縄

』･ 今 ” バ

P F 1『 鼎 い

凸 ﾘ

号 蕊 ．． 『『ﾊﾅ ， ”唾

消費生活相調ごおい篭必要とされる§
案件につ6篭ほき遠箔かに関係穫関
ヘ調査を依頼する｡‘塁、

芋

“ 庫 ．． も" .:&瀞甜
醤 群. . , 謎糊荊撰も4 も:
号ﾆ 『､ G E

JF 韓E # に
､ t“ に 』, #

℃ L 食. ､
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第3次千葉市消費生活基本計画に基づく令和元年度事業実績及び令和2年度実施予定基本的方向2適正な取引環境の確保課題1適正な表示の推進

基本的方向2適正な取引環境の確保
課頴1滴扉な表示の堆准

皇

、

7

番号

17

”Ⅱ旨＝

消費生活
センター

息 “ " 、 “琴旅篭の耐容≠ 。…"鴬

家庭用品品質表示法に基づく立入検
査の実施により､適正な品質表示の

確保を図ります。

指標及び平成30年度実績譽:電

家庵用品品質表示法に基づき立入検
査を実施した。

O嘩入検査件数‘ …
b家庭用品品質表示法I鍵づく立入’
検査件数(6篠> ‐

討 魯

甲 西

⑰ 己 b。

令和元年度実施予定……。
R T

ダヤ 吟

Z 品

側 世 . 計
”

琴

家庭用品品質表示法第19条第2項に
基づく立入検査を実施する

字

幽’“

睡守E

LGE 坤

④ 謀, 字

㎡ b 啓令

． 令和元年度事業実績え’

: ､ . ．

家庭用品品質表示法に基づき立入検
査を実施した。

○家庭用品品質表示法に基づく立入
検査件数(6件） 。。

－

壁廼

a

ぜ

〆

Ｌ

詔

家骨 庭用品品質表示法第19条第2項に

尋謬立入瞳章を割鰄魯。
;. ､ . : ::､ﾐﾐ． ： ：:.； . ; : 『､鐸･卜

F器 埒

L 晶 今 E

甲 号

18
消費生活
センター

消費者が商品の内容等を理解し､正
しく選択できるよう､条例に関する基
準の遵守状況に関する調査を実施し
ます。

グ可邪

単位価格表示に関する調査を実施
し堵その結果をホ=ムペ鴬ジ蚕公表じ
た息またも総価格表示について､諺査
時に啓発を行為た。 、

○調査店舗数,_。

，鯛査件数(6件） “ ，

中 暉 強

E ﾖ 中 叫 虻 ､

寺

山

： 》 ‘ 魚

単位価格袈示に関する調査等を実施
し､結果をホームパージなどにより公
表する6また､総価格表示について､ ：
鯛査時に啓発を行う6

司 凶 f

今 生

ピ 凸

単位価格表示に関する調査を実施 I
し､その結果をホームページで公表し
た｡また､総価格表示についでき調査
時に啓発を行った。

O調査店舗数(6件）

a
● ⑨

r 』 拘 冒『日 ⑤ 号

b

単位価格表示に関する鯛査等を実施
し､結果をホームペ÷ジなどにより公
表する｡また､総価格表示について、
調査時に啓発を行う｡ ‐

q ■ A 』

j 坪 ⑪

19 食品安全課

食品衛生法及びその他関係法令に
基づき､食品の名称､製造所所在地、
製造者氏名、消費又は賞味期限､添

加物等の表示の監視･指導を実施し
ます。

我』*

d § " ,,端 ､ 蕊、
や ? " ､ 二苫

弱『 漁,, ､ ､ 溝

申

立入検査時及び収去検体については
露点的に監視し､不適切な表示等に
づいてば改善等の指導等の必要な措
霞を識じた。 。
･適性改善指導く61件） ､ 。

捧棄指導(0性)‘ … …患‘ 鳥 f ・
鳥. N : § "､ ､ 琴: . ｺ , ､ , 亀 ,

心 『 ぶ い

L . b唾二1

園

毎年度策定する千葉市食品衛生監
視指導計画に基づき､重点的に監視
指導する項目どして実施する。

⑭

稲
證

詑
》

鄙哩説
も

立入検査時及び収去検体については
重点的に監視し､不適切な表示等に
ついては改善等の指導等の必要な措
冠を講じた。

d適性改善指導(73件〉
q廃棄指導(0件) ．

a

晋羊

引き続き監視指導を実施
する必要がある。

1 1P G L■ 仲

f . ､ H 頤
h

＆慨‘無‘‘‘ 輔｡ ‘･ 典: .¥

毎年度策定する千葉市食品衛生監，
視指導計画に基づき､重点的に監視
指導する項目として実施する。

千
才

唖 け

ﾆﾆ職 二E、￥骨
零，t §2 『幸
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番号

20

一一ー 函■一 ー ■

℃rj8臣 ＝由

消費生活
センター

､蝋", ､‘ ・翰了獄施策の内容蕪､ :謀 、r3

計量法に基づき､事業所で使用する
はかりの定期検査を行います。

＋両祷狸【 汎辛皿萄Uヰ層雲幅 、． ‘

埠廿 ハ ロ ⑭ 唖 弘

メ

計量法に基づき､中央区.若葉区へ緑
区の特定計量器の定期検査を実施し
たざ ． ： " ゞ ．

Oはかりの定朔検査個数KZ759"
夢､ ･噂 ． ｺﾆﾆ 解く武寺 浬

輔 比 q 上

息:、 。:令和元年度実施予定1． ”: 、

咽

■ 吋
⑭ ■

計量法に基づき､花見川区､稲毛区、
美浜区の特定計愚器の定期検査を，
実施するも‘ "ゞ

. 煙 ､ j ,』

罫 ﾕ毒､ MI鯉…錘 : ､: " 1 ". #割溌ﾕ " #鉦，≠好燕､
、 忠 ､' ． : 4 篭← § . § 1

静¥ｲ 令和元年度事薬実績↓ 《．

計量法に基づき､花見川区､稲毛区、
美浜区の特定計湿器の定期検査を
実施した。 ‐

Qはかりの定期検査隠数“87個)。

昌鍾癖

醍腫
－

a

＜ 今津が秘睡駐苣:『 、 :X･皇

…
． ： .､ 1 ． ：

J

弓 . : Z ‘, 暑‘

､ 、 、 “ ､ 1
h J 酎

邑

"･錘 ‘ , ” : " ; : ：を” ． ､
h b L 1 b ■ b

宙 哺 唖 ⑤

い

ふ :目 : 戸 惠蓉壬、◎'律1群奎捺豈琶 ．. 藍 、 §

苓苓一重窯學塵舅蕊率さ苧畠鐸
● ?, 侭 ､

: " : " ‘ ､…ざき､

計量法に基づき､中央区､若葉区､緑
区の特定計量器の定期検査を実施
する。 i…“ ’ ‐¥： ：:い

“》 ” ﾉﾙ い｡ &囎 陰 毒ﾆ ｮ ､増; ， ”瀞､ 、
科 』 畠』 ￥f ﾖ ﾆﾆﾆ 垣 5 J ;国 ‘毬‘

喝 ． ‐蝉 鷺

21
消費生活
センター

計量法に基づき､計量販売している
商店･スーパー等へ立ち入り､商品の
量目についての検査を行い､合わせ
て制度の意義の説明及び技術的な助
言を行います。

< L

FL L R

中孟犀末期に市胸ｽ雫砿一等へ立“
ちパリ､商品の内容が適正に計量さ
れでいるか検査を実施した｡‘また､あ
わせて制度の意栽の説明及び技術
的な助麓を行った。 f

#

○立入検査件数
<60件)" 蔭－ ;‘ ． ､鴬、 y ､ ､ ミ認

吋

叶

則
韓
、
蝿

吟

＄

『

鄙

プ

く

￥

叩

苛
苛
凸
容
鍛
需
、

ご

日
兎
唱
・

鍔
目
『
》
Ｅ
・
Ｌ

蝿

守

亀十

典

》
簿

鍔

＆
『

仏

④

P 9 口理

仲 4

⑨

仏

岨

中元｡年末期に市内ス善パー等に蛍
も入りも商品の内容量が適正仁計量
されているか検査を実施するととも 、
に､制度の意義の説明及び技術的な
助営を行う8． ． ；

げh電､h I F

超< ． ． 『 雷『L… 守

屯､

輯ﾖ ~ ぷ 凸 " 爵‐ 皇
遥 ・ 零鷲も 、 、 夢 ・ 燕 : ､唇鞠. 』

. 零.･熱 、 " " , 瀞窯 " §郷 ､ , 』 』 率 ；諺:､ _; ’ 篭雫 ●" § ､ 副 喝 、
P J

￥ , 円 や

〈

中元｡年末期に市内ズーパ一等へ立
ち入り､商品の内容が適正に計量さ
れているか検査を実施し懲あわせ
て､制度の意義の脱明及び技術的な
助言を行った｡．

○商品量自立入検査件数(47件）

目 9 凸 ﾆｰ 2 F

甑

C

f規店舗の立入検杳を霞
i的に実施したため､件
〔が減少した｡これまでZ
菖周期で検査を実施して
･たが､過去複数回立入：
ﾐ査を実施している店舗
二ついては周期を長くし、
↑規店舗の立入を重点的
:取り組む方が計量意識
)普及啓発に効果的であ
,ため､今後立入検査の
1期の見直じを検討する
卜要がある｡ 子

② 号

i 師

j･ 亀 缶

： 、 ' : { 鰯群 ． ＃ ? 鯨
やq

4

§

前

} 9 魁: 蕊:6 時 ： , ﾆﾓﾆﾆ E毎． 冬: △暑 』-
鍔r ｡ L ﾆﾆ .『曹 鍔F 二号 芝 ニ ’ *

油

． 』 . ﾍ ｰ ←… ､． , . . ’ ' ｡

中元･年末期に市内スーパー等に立

ち入り､:商品の内容量が適正に計蚤
されているか検査を実施するととも
に4制度の意義の脱明及び技術的な
助言を行う。 ， 。｡息､

F 4 ﾆ ｺ ｭ ﾆ蝉

凸 呉 j 嘩
牛 P 』 中 か 1

間 出 ･わ

麓" “ 慰難…蕊. ，祥却識 " 篠

二涙

野 司

魂鞍f蕊§
二Fﾆ ﾆb ･ E ニ 二

J ﾆﾆ ﾛ… 凸
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番号

22

所管課

危機管理課

消費生活
センター

施策の内容

災害時において生活関連商品の円滑
な流通を図るため必要があると判断
したときは､事業者に対し円滑な供給
その他必要な措置を講ずるよう依頼
します。

指標及び平成30年度実績

今年度は､生活物資等に関連する協
定締結は生じなかった。

なし

令和元生庵室施予宗

必要に応じて､協定に係る業務を所
管する課が協定を締結する。

災害が発生し生活関連商品の円滑な
流通が阻害される状況が見られた場
合は､実態調査を行い､事業者等に
対し適切な対応を求める。

今
元 度事業実

今年度は､生活物資等に関連する協
定締結は生じなかった。

台風や大雨の災害が発生したが､生
活関連商品の円滑な流通が阻害され
る状況は見られなかった。

一

壁匝

ー

ー

今後の課題

物資供給に関する協定は
比較的充実しているため、
今後は本市にとって有効

な協定なのか判断したう

えで締結する必要があ
る。

想定される災害時に影響
を受けることが予測される
生活関連用品の把握につ
いて､平常時に行っておく
必要がある。

孟寸uこ手j垂表"巴~ア狸

必要に応じて､協定に係る業
管する課が協定を締結する。

務を所

災害が発生し生活関連商品の円滑な
流通が阻害される状況が見られた場
合は､実態調査を行い､事業者等に
対し適切な対応を求める。

23
消費生活

センター

生活関連商品等の価格等について必
要に応じて調査を行い､市民に対し情
報提供します。

年末の生活関連商品の価格動向等

について調査し､ホームページ及び
記者発表により調査結果の情報提供
を行った。

･情報提供回数(1回）

ﾔ ●

年末年始の生活関連商品の価格動
向等について調査し､ホームページ
及び記者発表により調査結果の情報
提供を行う。

年末の生活関連商品の価格動向等
について調査し､ホームページ及び
記者発表により調査結果の情報提供
を行った。

･情報提供回数(1回）

a

年末年始の生活関連商品の価格動
向等について調査し､ホームページ
及び記者発表により調査結果の情報
提供を行う。

24
消費牛活
センター

事業者に対じ条例に規定する不適正

な取引行為を行わないよう指導の強
化を図ります。

意見交換を目的に来所した事業者に
対し､消費生活条例上の不適正な取

引行為について説明し､指導した。
･事業者数(36率業者）

随時千葉県等と連携し､消費生活条
例上の不適正な取引行為を行ってい

る疑いがある事業者に対し､調査｡指
導を適切に実施する。

意見交換を目的に来所した事業者に
対し､消費生活条例上の不適正な取
引行為について説明し､指導した。
･事業者数(36事業者）

a

随時千葉県等と連携し､消費生活条
例上の不適正な取引行為を行ってい
る疑いがある事業者に対し､調査瞳指
導を適切に実施する。
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所管； ヨ 心
に

産業支援課

ぐ" ‘ :禰笛の内容号 ゼ ー陰鍔

市民が身近に利用できるように商店
街等活性化事業に対する支援を行
い､地域商業の振興を図ります。

指轌逓ぴ平成go華庵室緒寧

顎凸 '? E 唖
凸 甲

壬､税

鼎

凸 ①

砂 ゴヰ

哩 γ

､￥ ． ． ｡ : ， 鞭､､ 4 4… 、 曙

?商学連携型商話開発事業実績(W
件）

し 臼 今

屯 寺

由

吋

魂
ｑ
Ｆ
Ｓ
Ｅ

Ｌ

小

面
Ｐ
、
“
零
寺
“
屯

，

熱

哩

申

Ⅱ

. § ｡ 凸

ゞ ｡:~ 《:令和元年度実施予定

＆

４

■
湖
設

・
〆
山
津

苛 窒

§商学連携型商品開発事菜(1件〉
7月中旬頃に公募予定｡：

1 虻 b

●1 '二

ｖ
、

、
荊
酪

茸吋

唖

森

酌

蟠

矛
ぜ
ず

⑤
く

口

心

‐

廿

呼

訂甑 呉 ﾛ 唾唾 』J

’］ ’ 弓1．句凹夕凹干匡李率云句望、 ″

む “‘

｡商学連携により新商品を開発し､
べﾝﾄや店舗において開発商品の
売を実施(1件） 。
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商業団体に対する商学連
携型商品開発事業につい
て認知度向上を図る必要
がある。
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26
地方卸売

市場

地方卸売市場の適正な運営により、
生活関連商品の安定的な供給の確
保を図ります。
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§平成29．30年度に経営相麟含を受
講した事業者の経営状況について、
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事業報告書等により経営状況を確湧
したが､取扱高等に大きな改善は見
られなかった6ヒアリング調査は未実
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27

所管課

消費生活
センター

ハ、亜Uノトー香

消費生活センターに寄せられた苦情

相談の内容を分析し､消費者被害の

未然防止･拡大防止などに関する施
策へ反映させます。

~羅江予毎韓壷心穴崔＝ー…

消費生活センターに寄せられた消彊
生活相談の内容を分析し､被害発生

状況を踏まえ喚起すべき事例につい
て､市民に対し情報紙やホームペー
ジ等で情報提供を行った。

楕報紙

．暮らしの情報いずみ(6回発行）
画消蜜者被害注意報(6回発行）
･ホームページでの備報提供(危険・
危害･注意情報13件）
画ちぱし安全･安心メール(6件）

冠州』元手j尋髪ハ慨干姪

被害発生状況を踏まえ､喚起すべき
事例等を分析し､市民に対し積極的
に備報提供を行う。

而庁､『 Jdp－j寺一一一房f百

消費生活センターに寄せられた消費

生活相談の内容を分析し､被害発生
状況を踏まえ喚起すべき事例につい
て､市民に対し情報紙やホームペー
ジ等で情報提供を行った。

情報紙 一
･暮らしの情報いずみ(6回発行）
･消費者被害注意報(6回発行）
･ホームページでの憎報提供(危険。
危害･注意情報12件）

｡ちばし安全･安心メール(5件）
･ちば市政だより災害臨時号(1回）
･被災者向け啓発チラシ(1回）
･広報広聴課ツイッター(1件）

評価

a

今後の課題 、

消費生活相談の傾向や消費者被害
発生状況を踏まえ､その未然防止瞳拡
大防止を図るため､市民に向け注意
喚起すべき事例等について積極的に
悩報提供を行う。

28
消費生活
センター

弁護士会等との連携による多重債務
問題等に関する特別相談を実施しま
す。

関係各諜と連携し､一層の周知を図
りながら､多重侭務者特別相談を月2
回実施した。

○多重債務者特別相談の件数

(実施日数24日､相談件数56件）

関係各課と連携し､一層の周知を図
りながら､多重債務者特別相談を月2
回実施する。

関係各謀と連携し､一層の周知を図
りながら、多重債務者特別相談を月2
回実施した。

○多重債務者特別相談の件数
(実施日数24日、相談件数35件）

C

相談件数は年々減少傾向
にあること､また他機関で

の相談窓口が増えてきて
いることから､このまま減

少傾向が続くようであれば
多重債務特別相談の実施
回数等について検討する“
必要がある。

関係各課へより一層の周知を図り、

連携しながら多重憤務者特別相談を
月2回実施する。

29
消費牛活
センタ÷

区役所等における出張相談を実施し
ます°

平成29年度末で出張相談事業を廃止
し､消費生活センターで電誘･来所相
麟を受ける相談員の人員体制を強化
した。

市民ニーズの高まりが見られないこと
から､出張相談をセンターにおける消
費生活相談の従事に振り分ける。

市民ニーズの高まりが見られないこと
から出張相談は実施せず､消費生活
センターでの相談に人員を集中する

ことで､電話･窓口相談対応の質の向
上･人員体制の強化を図った。

区役所や商業施股におけ
る出張相縦のニーズはな
いが､出前講座やイベント
での啓発時、また成年年

齢引き下げを踏まえた大
学での謂座実施時など、
消費者被害の救済のため
新たな場所での相談につ
いて検討する必要があ

る。

相談件数が年々増加しているため、
市民ニーズの高まりが見られない出
張相談の人員を消費生活センターに
集中し､電話｡窓口相談対応の質の
向上･人員体制の強化を図る。

30
消費生活

センター

インターネットによる消費生活相談を

実施します。

インターネットによる消費生活相談を
実施した｡また､ホームページや市政
だより等により消費生活相談窓口等
についての広報を行った。

○インターネット相談の件数
(7件）

インターネットによる消費生活相談を
実施するとともに､ホームページや市

政だより等により消蟹生活相談窓口
等についての広報を実施する。

インターネットによる消費生活相談を
実施した｡また､ホームページや市政
だより等により消費生活相談窓口等
についての広報を行った。

○インターネット相談の件数(24件）

a

インターネットによる消費生活相談を
実施するとともに､ホームページや市
政だより等により消蟹生活相談窓口
等についての広報を実施する。
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31

所管課

消費生活
センター

施策の内容

消費生活センターへの来所が困難な
相談者に対応するため、FAXや相談
員の訪問による相談について実施を
検討します。

指標及び平成30年度実績
幹

消費生活センターへの来所が困難な
相談者に対応するため､FAXによる

消費生活相談の実施に向けて､要綱
(案)及び相談員向けマニュアル(案）
の作成を行った。

令和元年度実施予定

FAXによる消費生活相談の実施に向

けて､要綱(案)について関係課へ意
見聴取し､要綱を制定する。

令和元年度事業実糸

FAXによる消費生活相談の実施に向
けて､要綱(案)について関係課へ意

見聴取し､要綱を制定した。

評価

a

今後の課頴

訪問相談を実施するため
には､相談員及び職員を
増員する必要がある。

詞オu二斗』登垂、慨一F上

FAXによる消費生活相餓を実施す
る。

32
消費生活
センター

消費生活相談の利便性向上のため、

相談日及び時間の拡充を図ります。

平成29年度末で区役所等における出
張相験事業を廃止し､消費生活セン
ターで蝿話｡来所相談を受ける相談
員の人員体制を強化した｡また､多種
多様化･複雑化する相談内容に適切
に対応できるよう､相談員の質の向上
を目標に各種研修会等へ相談員を派
遣した。

架空請求に関する相談が急増してい
ることから､架空請求に関する相談は
電話や来所することなく､市のホーム
ページの｢よくある質問FAQ｣で解決
できるようにするとともに､巡回講座
や啓発活動時に架空請求について周
知し､消費生活センターへの電話や
来所による相談件数の減少に努め
る｡また､多種多様化｡複雑化する相
談内容に適切に対応できるよう､相談
員の質の向上を目標に各種研修会等
へ相談員を派遣する。

全相醗件数に占める架空請求に関す
る相談の割合が急増しているため、

架空請求に関する相談を電話･来所
することなく解決できるよう､市のホー

ムページ『よくある質問FAQjに掲載
した｡また､消費生活センターのホー
ムページをリニューアルし､架空請求

やよくある相談事例を褐誠するととも
に､対処方法についてわかりやすく褐

戦した｡さらに､巡回講座や啓発活動
時に架空請求について周知し､知人
への情報伝達を依頼した。多種多様

化･複雑化する相談内容に適切･迅速

に対応できるよう､相談員の質の向上
を目標に各種研修会等へ相談員を派
遣した。

a

消費者行政強化交付金の
活用期間終了を踏まえ、

相戯体制について検討す
る必要がある。

現人員体制で相談日及び時間の拡
充を図ることは困難であることから、

相談処理時間の短縮を図りより多く
の相駿受付ができるよう､また､多種
多様化･複雑化する相談内容に適
切･迅速に対応できるよう､相談員の
質の向上を目標に各種研修会等へ
相談員を派遣する。

33
消費生活
センター

研修や情報の共有等を通じて消費生
活相談員の資質の向上を図り、適切
な相談対応を行います。

○相談員研修の実施回数
･国民生活センター等への研修参加
(25回）

･所内研修会(3回）
※9患12，1月

･事例研究会(12回）

相談員の研修会や事例研究会等を
引き続き実施し､相餓員の資質向上
を図るとともに､県弁護士会との協定
や消賢者庁型国民生活センターの会
醗等から得られた情報等を共有する
ための事例研究会を定期的に開催
し､組織全体で情報の共有化を進め
デ

旬⑨

○国民生活センター等への研修参加

回数(29回）
○所内研修会の実施回数(3回(5,9、
3月）

･事例研究会(12回）

a

相談員の研修会や事例研究会等を
引き続き実施し､相談員の資質向上
を図るとともに､県弁護士会との協定
や消費者庁･国民生活センターの会
磯等から得られた情報等を共有する
ための事例研究会を定期的に開催
し､組織全体で情報の共有化を進め
る。

34
消費牛活
センター

若年者に対する特別相談を実施しま
す。

若年層に対する特別相談を実施し
た。

○実施回数(2回）

若者向け悪質商法被害防止キャン
ペーンにあわせて､若年層に対する
特別相談を実施する。

○若年者に対する特別相談の実施回

数(2回） a

若者向け悪質商法被害防止キャン
ペーンに合わせて､若年屈に対する

特別相談を実施する。



〆

第3次千葉市消費生活基本計画に基づく令和元年度事業実績及び令和2年度実施予定難，鶇鵬濡瀞消費者被害の救済
基本的方向3相談による消費者被害の救済

13

二

卜号

35

面L屋＝

消費生活
センター
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外国人や聴覚障害者等の消費生活
相談において三者間通話等の活用を
図ります。

指標及び平成30年度実績、
蛾 凸 J 1
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36
消費生活
センター

消費生活相談窓口を周知し､相談者
が自発的に消費生活相談を利用でき
る環境を整備します。

詣冤 ､ 鍔･ ' ,必

講座再啓発の実施や区役所でのボス＃
ター掲示等を通じて周知を行うととも

に､相談件数の増加I員対応できるよ: 今ミ
うざ市民二等ズの低く相餓実績の少な
い出張相談事業を平成29年度末を¥ ｛
もって廃止し《消蜜生活センターにお
ける相談員人員の確保を図り､相談
体制の見直し･強化を行うたる

消費生活相談に対し、
たす : 1 ‘"

助冨篝を行つ

･相談受付件数(8,181件) “ ゞ

高齢者実態鯛査にて前5歳以上の高
齢者世帯を対象に､消蜜生活セン ー
タ寺が作成した啓発品(A5クリアファ・
イル)を配布し､消賀生活相餓窓口の
周知を図った°
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講座向啓発の実施や区役所等でのポ
久ター掲示･市ホームベ琴ジ簿を通じ
て消餐生活相談窓口の周知を行うと
ともに､多種多様化･複雑化する相験
に適切に対応できるよう相談員のス
キルアツプにづながる研修体制等に
ついて引き続き検討するβ ､鴬 ‘
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スター掲示v市ホームページ等を通じ
で消費生活相麟窓口の周知を行っ
た

また､多種多様化馥雑化する相敲に
適切に対応できるよう､相餓員定例会
で外部講師による研修会を実施した。

画消費生活相談受付件数(8,331件) 』’ ､

高齢者実態鯛査にて､75歳以上の高
齢者世帯を対象に､‘消費生活センj 蝉
ターが作成した啓発品(印鑑マット)を
配布し､消費生活相談窓口の周知を
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講座画啓発の実施や区役所等でのポ
スター掲示｡市ホームページ等を通じ
て消費生活相談窓口の周知を行う。
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37
男女共同
参画課

男女共同参画センターにおいて､電

話や面接により、各種相談を行い､相

談内容により、消費生活センターほか

各種機関と連携します。

相験者数(延ぺ2,206人）
※消費生活相談のみでの集計をして
いないため､すべての相談者(内容）

の人数を記載。

相談員や精神科医及び弁護士による
各種相談を行い､相談内容により､消
賛生活センターほか各種機関と連携
する。

相戯者数(延べ1,946人）
※消費生活相談のみでの集計をして
いないため､すべての相談者〈内容）
の人数を記載。

b

相麟員や精神科医および弁護士によ
る各種相談を行い､相談内容により、
消費生活センターほか各種機関と連
携する。

38
消費生活
センター

庁内関係課と連携し､消費生活相談

窓口の利用促進を図ります。

庁内関係課へ消費生活センターにお
ける消費生活相談に関するポスター
を掲示するなど､連携して周知を行っ
た。

｡｢高齢者被害特別相談｣における相
談件数(31件）

庁内関係課へ消費生活センターにお

ける消費生活相麟に関するポスター
を掲示するなど､連携して周知を行
』

フ。

庁内関係課へ消費生活センターにお
ける消費生活相談に関するチラシを
掲示するなど､連携して周知を行つ
た。

.｢高齢者被害特別相談｣における相
麟件数(41件）

a

庁内関係課へ消費生活センターにお
ける消費生活相談に関するチラシを
掲示するなど､連携して周知を行う。

39
消費生活
センター

千葉市多重債務者支援庁内連絡会

議における多重債務者支援策を推進
します。

千葉市多重債務者支援庁内連絡会
議を開催し､庁内関係部局が共通の
認識を持つとともに､連携体制等につ
いての情報を共有した。

千葉市多重債務者支援庁内連絡会

識を開催するとともに､多重績務問題
に対する職員の意識向上を図る研修

を実施する。

千葉市多重債務者支援庁内連絡会
蟻を開催し､庁内関係部局が共通の
認識を持つとともに､連携体制等につ
いての情報を共有した｡庁内における
多重債務問題の認識度が高まってい
ることから､外部講師による研修会は
実施しなかった。

b

庁内連絡会議では､ここ
数年､各窓口で認知した

多重債務者へ多重債務特
別相談を案内した件数の

情報共有と､各窓口への
多重債務者特別相談の実
施周知依頼のみが蟻題と
なっていることから､今後
の会膿開催の必要性や庁

内連絡会醗のあり方を検
討する必要がある。

千葉市多重債務者支援庁内連絡会
議のあり方を検討する。



基本的方向4自ら考え行動する自立した消費者の育成(消費者教育推進計画）
課題1消費者被害防止のための教育
(分類1)消費者被害防止に係る教育の促進

第3次千葉市消費生活基本計画に基づく令和元年度事業実績及び令和2年度実施予定

基本的方向4自ら考え行動する自立した消費者の育成(消費者教育推進計画）
課題1消費者被害防止のための教育
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消費生活
センター

・施策の内容;‘: ｡。

若者に対する消費者教育の推進のた

め､教育現場への消費生活相談員の
派遣､職場体験学習の実施等やその
他啓発を行います。

主な関係先:学校､高校､大学
対象年齢期:小学校期､中学校期、
高校生期､成人期(特に若者）

･指標及び平成30年度実
③

詰 凸 2

で 〆 二段 甲晶

喜F ﾛ 凸
此 ｣ げ Lq

学校現賜の依頼に基づき溝費生活
相髄員の派遣及び職場体験学習を
実施した他烏消識者教育ｺｰデｨﾈｰ
ﾀｰとして雇用した教員OBを活用し、
教育現場の支援を実施した。

O教育現場における講座の実施回｡ ､

数t受講者数、 ．
,消蟹牛活相談員の派遣(大学1校）
･職場体験学習の受け入れ(中学校2
校)
･消費者教育コーディネーターの派遣
(小学校3校､中学校5校､高等学校t：
校､延べ35回｡授業苗舗座実施回数7
回諏4人） 、 “ ．~ ＊ :
:口憶報ﾓﾗﾙDV,貸出の実績なし｡： ．

q ⑭

そめ他学校に対して指導案､教材を
配布。 ”
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学校等と連携し､消費者教育.蓑デイ
ネーターの派遣や情報提供等を行
い､教育現場の支援を実施する；
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学校現場の依頼に基づき､消費生活
相談員の派遣及び職場体験学習を実
施したほか､消費者教育ｺーディネー

ﾀｰ(教員QB)を活用し､教育現場の
支援を実施した｡また､教育指導課と
連携し『消費者教育研究推進校事業」
を試行し､:中学校1校､高等学校1校の
授業支援を行った。

○教育現場における講座の実施回
数d受講者数、 ！ ： ： ．”
･消費生活相談員の派遣(大学2校､、
講座実施回数2回45人､高等学校3
桟授業実施回数延べ11回631入､ラ
イトポート2か所､講座実施回数2回19
人）

･消費者教育コーディネーターの派遣
(高等学校2校､授業実施回数延べ10
回322人､ライトポート6か所､講座実
施回数延べ10回127人）か ‐

r－: ． ： ' :::::; ； -

b職場体験学習の受け入れ(中学校1
校4人）
･職場訪問学習の受け入れ(高等学校
1校4人） 。 ‐
そのほか､教員向け研修の実施､指
導案の配布を行った＠； ： :＝

評価
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情報提供等を行い､教育現場毎麦援
を実施する｡: :､;" : ""l… ：(夢: '
また､令和2年度より要領に基づ咽だ
r消費者教育研究推進校事業｣を開
始する｡令和2年度は､小学校¥技、
高等学校1校の支援を行う。 ，
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基本的方向4自ら考え行動する自立した消費者の育成(消費者教育推進計画）
課題1消費者被害防止のための教育
(分類1）消費者被害防止に係る教育の促進

第3次千葉市消費生活基本計画に基づく令和元年度事業実績及び令和2年度実施予定

基本的方向4自ら考え行動する自立した消費者の育成(消費者教育推進計画）
課題1消費者被害防止のための教育
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番号
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消費生活
センター

施策の内容

消費者被害の防止のため､庁内関係
課やちばし消費者応援団等と連携
し､市等が主催するイベントに参加し
て､最新の悪質商法と対処法等の啓
発を行います。
主な関係先:庁内関係課､ちばし消費
者応援団
対象年齢期:全世代

指標及び平成30年度実績

庁内関係課やちばし消費者応援団等
外部の機関と協力し､啓発を実施し
た。（17回）

･青葉の森スポーップラザ･千葉ボー
トスクエアにおける啓発(5月）
･エコメツセ2018inちばへのブース出
展(10月）

･千葉市民活動フェスタにおける啓発
(11月）

･きやつせ物産展2019における啓発
(2月）

･そごう千葉店及び区役所における消
費者教育ポスターの展示(11月～1
月、5回）

･庁内関係課主催の講座等での啓発
(新規採用職員研修､介膜保険･障害
福祉サービス事業者説明会､8回）

令和元年度実施予定

効率的な啓発について検射を行うこと

に合わせ､庁内関係課やちばし消費
者応援団等と連携し､最新の悪質商

法と対処法等についての啓発を行う。

『J引画ダu十Jエ李不麦81秒丑

庁内関係課やちばし消費者応援団等
外部の機関と協力し､啓発を実施し
た。（15回）

･消費者月間特別展示(5月）
･パラスポーツ応援イベント｢Go!
Togethe[!～みんな一緒に共生する
未来～｣へのブース出展(5月）
･青少年の臼フェスタにおける啓発(9
月）

･エコメッセ2019inちばへのブース出展
(10月）

･千葉市民活動フェスタにおける啓発
(11月〉

･そごう千葉店及び区役所における消
費者教育ポスターの展示(11月～1
月、5回）

｡成人式における資料配布(1月）

･庁内関係課主催の講座等での啓発:
新規採用職員研修(2回)、介護保険

事業者脱明会(2回）

p障害福祉サービス事業者への資料
配布(3月:説明会(2回)は新型コロナ
のため中止）

評価

a

今後の課顕 2年度吾

効率的な啓発について検討を行うこと
に合わせ､庁内関係課やちばし消費
者応援団等と連携し､最新の悪質商
法と対処法等についての啓発を行うo

42
消費生活
センター

地域での消費者被害防止のための活

動を推進するため､警察や区役所等
と連携して､消費者被害の防止のた
めの講演会等を開催します。

主な関係先善察、区役所
対象年齢期:高校生期､成人期

警察､公民館及び庁内障害福祉関連
部署と連携し､3区において｢悪質商
法等被害防止講演会｣を実施した。

○講演会の実施回数｡受講者数
･松ケ丘公民館(中央区）
参加人数(24人）

･幕弧公民館(花見川区）
参加人数(23人）
･小中台公民館(稲毛区）
参加人数(46人）

警察と連携し､区役所等公共施設に
おいて消覺者被害の防止に係る講演
会を実施する。

警察､公民館及び庁内障害福祉関連
部署と連携し－3区において｢悪質商法
等被害防止講演会｣を実施した。(台
風･大雨災害の影響により､参加人数

が伸び悩んだ）

○講演会の実施回数･受講者数
･稲浜公民館(美浜区）
参加人数(13人）

･誉田公民館(緑区）
参加人数(13人）

･千城台公民館(若葉区）

参加人数(24人）

C

ノ

集客や設営などでス

ムーズな連携を実現する
ため､事前に公民館と情
報共有する必要がある。

市制100周年記念事業としても｡公民館
3カ所で悪質商法被害防止をテーマ
にした講座を実施する．
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番号
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消費生活

センター

、皿宋リノl勾杏

悪質商法に関する情報提供の機会を
増やすため､消費生活講座やセン
ター主催の講演会に､悪質商法とそ

の対処法に関する講座を加えます。
主な関係先:一

対象年齢期;高校生期､成人期

丁日ヤ示媒ひ十ﾉ泌口u牛j桑云J胆

悪質商法とその対処法に関する講座
を加えた消費生活講座等を実施し
た

○悪質商法とその対処法に関する粛
座の実施回数･受講者数(計13回
2395人）

.消費生活蕊座(2回182人）

･悪質商法等被害防止講演会(3回93
人）

･消賀者サポーター養成講座(1回39
人）
･千葉市立養騒学校高等部2年生に対して悪

質商法に閏する識座を実施(1回13人）

･庁内関係課主催の蕊座等での啓発
(新規採用職員研修､2回158人）
(介護保険事業者説明会､2回1477
人）

(障害福祉サービス事業者規明会､2
回433人）

元 度実施

センター主催講座の他､庁内関係課
の講座等様々な機会を活用し､悪質
商法とその対処法に関する講座を実
施する。

令和元年度事業実績

悪質商法とその対処法に関する講座
を加えた消費生活講座等を実施した。

･例年多くの人数が参加する事業者向
けの講座について､新型コロナの感染
拡大の影響で実施できなかったことか
ら､参加人数が大輻に減少した。

○悪質商法とその対処法に関する講

座の実施回数･受講者数(計16回
2,138人）

【内訳】

･消費生活講座(5回59人）
･悪質商法等被害防止韻演会(3回50
人）

･消費者サポーター養成講座(1回22
人）

･大学･高校･特別支援学校(3回349
人）

｡庁内関係課主催の講座等での啓発
(新規採用職員研修､2回215人）
(介護保険事業者説明会､2回1,443
人）

障害福祉サービス事業者説明会は新
型コロナのため中止:資料配布のみ

錘
★

今後の衝

ﾛ

令和2年度実施予定労

センター主催講座の他､庁内関係課
が実施する講座､研修､説明会等
様々な機会を活用し､悪質商法とそ
の対処法に関する講座を実施する。

44
消費生活

センター

消費者被害の防止や消費生活に関
するものなど､市民の要望に応じたく

らしの巡回講座を開催します。
主な関係先:地域団体

対象年齢期:小学生期～成人期

ホームページやイベント等の啓発に

おいて周知を図り、くらしの巡回講座
等を実施した。

○<らしの巡回溝座等の実施回数屡受
講者数

(91回4,100人）

くらしの巡回講座'連携事業を市民や
地域の団体に周知し､市民の要望や
地域の特性に合致した講座を行う。

･年度途中で事業者と連携し､消費生
活に関する調座のメニューを追加し
た。

･例年多くの人数が参加する事業者向
けの講座について､新型コロナの感染
拡大の影響で実施できなかったことか
ら､参加人数が大幅に減少した。

○<らしの巡回講座の実施回数･受講
者数
(78回1,832人）

★
特に若年層の参加を増
やすために､周知方法等

について工夫する必要

がある。

消費者被害の防止に関する購座につ
いて､より幅広い分野に対応するため
にメニューを追加して実施する。



基本的方向4自ら考え行動する自立した消費者の育成(消費者教育推進計画）
課題1消費者被害防止のための教育
(分類T)消費者被害防止に係る教育の促進
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基本的方向4自ら考え行動する自立した消費者の育成(消費者教育推進計画）
課題1消費者被害防止のための教育
(令牽百1）消響老舗害防l卜にｲ票為封音の停准
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45

所管課

消費生活
センター

地域包括

ケア推進課

施策の内容

成年後見制度の利用を円滑に行える

よう､周知･啓発を行います。

主な関係先:千葉市成年後見支援セ
ンター

対象年齢期;高校生期～成人期

指標及び平成30年度実績

消費生活相談やくらしの巡回講座等
において制度の紹介を行ったほか、

消費者サポーター養成講座において
千葉市戒年後見支援センターの講師
を招き､講演を行った。

･講演会実施回数(2回）
･講師派遣回数(30回）
｡受識者数〈940人）

令和元年度実施予定

消賀生活相談､くらしの巡回講座及び
主催講座や､市成年後見支援セン

ター等との連携により､情報提供を行
一

フ。

･講演会6回

･講師派遺回数24回

令和元年度事栗実績

消贄生活相談の他､市成年後見支援
センターが主催する市民後見人養成
研修や見守り活動者向けに実施するく
らしの巡回講座等において､制度の紹
介を行った。

･講演会実施回数9回
･講師派遣回数36回
･受講者数1,166人

評価

a

a

〃 ロユピグ酢…

成年後見制度の利用促
進を図る為､市民に加

え､金融機関や医療機
関などへの周知･啓発を
行う必要がある。

2

引き続き消藍生活相談､くらしの巡回
講座及び主催講座や､市成年後見支

援センター等との連携により､精報提
供を行う。

･講演会10回

.講師派遣回数24回

46
地域包括
ケア推進課

地域や職域における認知症の方の見

守り体制の構築のため､認知症サ

ポーター養成講座を開催します。
主な関係先:学校､町内自治会､事業
者
対象年齢期:小学生期～成人期

○認知症サポーター養成講座の実施
回数･受講者数
･実施回数(187回）

｡受識者数(9i692人）

地域や職域における認知症の方の見
守り体制の構築のため､認知症サ
ポーター養成講座を開催する。

○認知症サポーター養成講座の実施
回数･受講者数

実施回数166回

受講者数8‘328人

b

地域における認知症の

方の支援体制の構築に
向け､認知症サポーター
を継続して養成する必要
がある。

地域や職域及び､小中学生の麗知症
サポーター養成講座を実施する。
(認知症サポーター養成講座受購者
数111000人）

47 高齢福祉課

消費生活センター等と連携し､いきい
きプラザ｡いきいきセンターにおいて、

高齢者を対象とした消費者被害の防
止に関する講座を開催します。

主な関係先:消費生活センター､いき
いきプラザ､いきいきセンター

対象年齢期:成人期(特に高齢者）

○消斑者被害の防止に関する講座
(高齢者対象)実施回数･受粛者数
｡いきいきプラザ(19回274人）
.いきいきセンター(21回282人）

消黄生活センター等と連携し､いきい
きプラザ｡いきいきセンターにおいて、
高齢者を対象とした消豊者被害の防
止に関する講座を開催する。

○高齢者を対象とした消費者被害の

防止に関する購座の実施回数･受講
者数

｡いきいきプラザ(23回328人）
｡いきいきセンター(27回328人）

a

消費生活センター等と連携し､いきい
きプラザ．いきいきセンターにおいて、
高齢者を対象とした消費者被害の防
止に関する講座を開催する。

48
生涯学習

振興課

消費生活センターと連携し､公民館等
において､消費者被害の防止に関す
る講座を開催します。
主な関係先:消費生活センター､公民
館

対象年齢期:成人期

○公民館等における消費者被害の防
止に関する講座の実施回数･受講者
数
(4回毎123人）

｡9/26松ケ丘公民館(中央区)24人
･10/2幕張公民館(花見川区)23人

･9/20小中台公民館(稲毛区)46人
･11/15緑が丘公民館(稲毛区)30人

各公民館において､消費者被害の防
止に関する講座を引き続き開催する。

○公民館等における消費者被害の防
止に関する講座の実施回数･受講者
数

(3回．50人）

｡9/20稲浜公民館(美浜区)13人
･9/26誉田公民館(緑区)13人
･9/30千城台公民館(若葉区)24人

C

消費者被害の防止に関
する講座について､受講
者数を増加させる工夫を
する必要がある。

各公民館において､消費者被害の防
止に関する講座を引き続き開催する。
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所管課

地域安全課

施策の内容

警察から情報提供を受けた､最近の

犯罪発生状況や防犯対策情報を千
葉市地域防犯ニュースとしてホーム

ページに掲載し､情報提供を行いま
す。

主な関係先;警察
対象年齢期:高校生期､成人期

指標及び平成30年度実緬

更新回数(52回〉

l』■huJレーβ＝志〃瞳』ﾏ垂

ホームページに掲載するちばし地域
防犯ニュースを週1回更新する。

令和元年度事業実綏

更新回数(52回）

酔価

a

今後の

制度の周知啓発をする
必要がある。

お小uこ手』量天刀F4~Iア化 …

ホームページに掲載するちぱし地域
防犯ニュースを週1回更新する。

50

地域安全課

消費生活
センター

消費者や関係者に対し､緊急性のあ

る情報の注意喚起を迅速に行うた
め､ちばし安全･安心メールやホーム
ページを活用した架空請求などに関
する情報提供を行います。

主な関係先:警察
対象年齢期:高校生期､成人期

○メール送付人数及び件数
･登録者数44,449人(H31.3末）

.配信件数1,025件(うち平成30年度
実施予定に係るもの:緊急防犯傭報
135件､ワンポイント防犯情報89件）

○ホームページ更新回数

架空請求に関する相談が急増した
ため､｢架空請求の手口と対処法｣に

関する説明について大幅に修正し分
かりやすい内容へ変更した(1回)。

○ホームページを活用した架空諮求
などに関する情報提供の回数
rちばし安全･安心メール｣によりメー
ル配信を行った(6件)。

･電話｡e詐欺等に関する情報をワン
ポイント防犯情報として登録者に対し
て随時配信する。

市内の消礎者被害の拡大が懸念され
る事案について､関係課と協溌の上、
ちばし安全･安心メールを配信する。

○メール送付人数及び件数
･登録者数49,896人(R2.3末）
嘩配信件数729件(うち令和元年度実
施予定に係るもの:緊急防犯情報191
件､ワンポイント防犯悩報53件）

○ホームページを活用した架空請求な
どに関する憎報提供の回数
･ちばし安全･安心メール(5回）

･ホームページ掲載(2回）

a

a

制度の周知啓発をする

必要がある。

･電話｡e詐欺等に関する情報をワン
ポイント防犯情報として登録者に対し
て随時配{首する。

市内の消費者被害の拡大が懸念さ
れる事案について､関係鰈と協羅の
上､ちばし安全･安心メールを配信す
る
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J7I匿辱

消費牛活
センター

施策の内容

若年者に対し街頭キャンペーンなどを
実施します。

主な関係先:一

対象年齢期:高校生期､成人期(特に
若者）

指標及び平成30年度実

関東甲信越ブロック悪質商法若者被
害防止共同キャンペーン(#月～3月）
において､各種啓発を実施した。

･学校､公共施設等への配布
ポスター(140部)、リーフレット
(12,000部）

｡市内大学での講座(2回39人）
･市内大学との連携講座“回65人）
,高校生の訪問学習(2校23人）

令和元年度実施予定

関東甲信越ブロックの都県政令指定
都市､国民生活センターと共同で､啓
発用のポスター･リーフレットを作成・
配布するとともに､啓発機会の拡充を

図る。

令和元年度事業実績

関東甲信越ブロック若者向け悪質商
法被害防止共同キャンペーン(1月～3
月)の啓発活動を実施。

･学校､公共施設へのリーフレット配布
(14,000部）

､成人式でのリーフレット配布(6,000
部）

､市内大学での講座(2回45人）
.市内大学との連携講座(4回44人）

･市内高校での講座(I回316人） ‐
･市内高校での授業(14回539人）

･高校生の訪問学習(1校4人）

骨輌席

a

今矛必緬骨田旦間
令和2年度実施予定

関東甲信越ブ画ツクの都県政令指定
都市､国民生活センターと共同で啓
発資料を作成･配布するとともに、
2022年の成年年齢引き下げによる若
年者の消費者被害増加が懸念される
ことから､教育機関との連携により若
年者に対する講座の実施や啓発機
会の拡充を図るb

52
消費生活
センター

ホームページ､市政だより､啓発冊子

など様々な媒体を活用して､消費者
被害に関する情報提供を行います。
主な関係先;一

対象年齢期:高校生期､成人期

。暮らしの梢報いずみ､消費者被害注
意報､等を作成し､消費生活センター
や施設での配架や配布､ホームペー
ジヘの掲載を実施。

･民生委員が実施する高齢者実態調
査にあわせ､75歳以上の高齢者がい
る世帯に啓発品(クリアファイル)を配
布し､啓発を実施。

･青葉の森スポーツプラザ､幕張ﾒッ
セ等で啓発を実施。

･商品･サービス等の注意情報をホー
ムページに掲載｡（13件）

ﾛ町内自治会や関係機関の求めに応
じ､消費生活相談員等を派遣し､巡回
講座等を実施。(91回4,100人）

･中央区･花見川区･稲毛区において
警察と連携した高齢者の振り込め詐
欺や消費者被害の防止のための講
座を実施｡ (93人参加）

･消費者被害防止に関する有効な情
報を市政だよりやホームページにより
提供する。

･巡回講座等の実施にあたり､受講者
の年齢などの特性に応じた啓発冊子
やレジュメを作成し､活用する。
画幅広い世代に対し情報が行き届くよ
う､効果的な啓発方法を検討し､実施

する。

．暮らしの情報いずみ､消費者被害注
意報等を作成し､消費生活センターや
施設での配架や配布､ホームページ
への掲載を実施。

｡民生委員が実施する高齢者実態調

査にあわせ､75歳以上の高齢者がい
る世帯に啓発品(印鑑マット)を配布
し､啓発を実施。

｡商品･サービス等の注意情報をホー
ムページに掲載｡（12件）

･事業者､町内自治会､社会福祉協議
会の他､市内関係機関等から依頼を
受け､消費生活相談員等を派通し､巡
回講座等を実施｡(78回1,832人）

･若葉区匡緑区･美浜区において警察と
連携した高齢者の振り込め詐欺や消
費者被害の防止のための講座を実
施。（50人参加）

b

轡消費者被害防止に関する有効な情
報を市政だよりやホームページにより
提供する。

･巡回講座等の実施に当たり､消費
者被害に関する最新の楕報をレジュ

メに盛り込んだり､受講者の年齢など
の特性に応じた啓発冊子を活用す
る。

｡幅広い世代に対し楕報が行き届くよ
う､効果的な啓発方法を検討し､実施
する。



基本的方向4自ら考え行動する自立した消費者の育成(消費者教育推進計画）
課題1消費者被害防止のための教育

(分類3)消費者被害防止のための見守り体制の強化
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一所管課

地域安全課

－

世や命市壼
施策の内容

地域における防犯体制を強化するた
め､講座や防犯パトロールを行う団体
の支援､防犯アドバイザーの派遣を
行います。

主な関係先:市民団体等､防犯パト
ロール隊

対象年齢期:高校生期､成人期

＋ご毎私7r制7 壷勺へ桂庵寺我牢
指標及び平成3o年度実績

○防犯アドバイザーの派遣回数(4回）

今蔀一晶壺壺錐エー
令和元年度実施予定

未定(申込みがあり次第随時実施）

令荊】うむヰ慶串采宍祇

○防犯アドバイザーの派遣(3回）

I評価I評価 l

C

今接の誤頴 I今接の誤頴 I

制度の周知啓発をする
必要がある。

令和2年度実施予定 ’令和2年度実施予定

未定(申込みに応じて随時実施）

54 地域安全課

防犯意識の高揚を図るため、「防犯へ
の協力に関する覚書｣を締結します。

また､市及び覚書締結事業者を構成
員とする地域防犯連絡会議を開催
し､情報を共有するとともに､協同して

啓発活動を実施します。
主な関係先;事業者

対象年齢期:全世代

○『防犯への協力に関する覚書]の締

結事業者数(60社）

○市及び覚書締結率業者と協同した
啓発活動の実施回数〈2回）

啓発事業の実施

○『防犯への協力に関する覚書Jの締
結事業者(59社）

○市及び覚書締結事業者と協同した
啓発活動の実施(2回）

b
覚書締結事業者の増加
を図る必要がある。

啓発事業の実施

55
消費生活
センター

行政､関係団体などによる千葉市高

齢者等悪質商法被害防止ネットワー
ク会議を通じて連携の強化を図り､情
報提供を行います。

主な関係先:委員､庁内関係課､社会
福祉協議会

対象年齢期:高校生期､成人期

消費者被害注意報による楕報提供の
他､委員との連携により啓発等を実
施した。

○消費者被害注意報送付回数〈6回）
･民生委員児童委員協譲会の協力に
より､75歳以上の高齢者の住む世帯
を対象に高齢者実態鯛査において啓
発品(クリアファイル)を配布
･障害者団体主催のイベントにおける
啓発品の配布

消費者被害注意報を関係機関に定期
的に配値するとともに､啓発等におい
て連携を行う。

消費者被害注意報による情報提供の

他､委員との連携により啓発等を実施
した。

○消費者被害注意報送付回数(6回）
･民生委員児童委員協議会の協力に
より､75歳以上の高齢者の住む世帯
を対象に高齢者実態鯛査において啓
発品(印鑑ﾏｯﾄ)を配布

b
消費者被害注意報を関係機関に定期
的に配信するとともに､啓発等におい
て連携を行う。
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高齢福祉課

D也束”1句谷 §

高齢者の見守り活動を実施する町内
自治会等に対し､活動の初期費用の
助成及び見守り活動ガイドブックの提
供を行い､高齢者見守り活動を推進
します。

主な関係先:町内自治会､社会福祉
法人

対象年齢期:成人期

色． ： 十百4慕ﾉ又ひ奇畠睡ごUヰノ憂梁"頃脅
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健康推進課

施策の内容

関係機関と連携し､食に関する知識と

食を選択する力を習得し､健全な食

生活を実践できる人間を育てる食育
を推進します。

主な関係先:庁内関係課､関係行政

機関､食品関係団体等
対象年齢期:全世代

票及び平成30年度実績

食育のつどい
･実施回数(1回〉
･来場者数(延べ7,066人）

令和元年度実施予定

第3次千葉市食育推進計画に基づ
き､食育のつどい等イベントを開催
し､食育を市民運動として啓発してい
<･

令和元年度事業実綴

食育のつどい

･実施回数(1回）
･来場者数(延べ5,089人）

評価

a

今後の ー~■グー､二一打、ZF dｰ

新型コロナの影響により中止

58 健康推進課

パンフレットやホームページ等各種媒
体を利用し､食育に関する様々な情
報の提供を行います。

主な関係先:一
対象年齢期:高校生期､成人期

ホームページ更新の他､パンフレット
を作成し､食育に関する適切な情報
提供を行った。

パンフレットやホームページ等各種媒
体を利用し､食育に関する様々な傭
報の提供を行う。

パンフレットやホームページ等各種媒

体を利用し､食育に関する様々な情報
の提供を行った。

a

パンフレットやホームページ等各種媒
体を利用し､食育に関する様々な情
報の提供を行う。

59 健康推進課

様々な年齢層を対象に､食育に関す

る講座を開催します。
主な関係先:健康課､食生活改善推

進員､食品関係団体
対象年齢期:全世代

○年代別講座受講者数
.離乳食教室(延べ1,777人）

､食の実践教室(延べ758人）
･介護予防教室(食事セミナー)(延べ
1‘176人）

食育に関する各種講座(離乳食教室。
食の実践教室･介護予防教室(食砺
セミナー))を開催する。

○年代別講座受講者数
･離乳食教室(延べ1,297人）
･食の実践教室(延ぺ626人）

｡介謹予防教室(食事セミナー)(延べ
1,013人）

b
食育に関する各種謂座(離乳食教室。
食の実践教室時介護予防教室(食事
セミナー))を開催する。

60 健康推進課

食を通じた地域の健康づくりのボラン

ティア活動を行う食生活改善推進員

(ヘルスメイト)の養成･育成を行いま
す。

主な関係先:健康課
対象年齢期:成人期

○講座の実施回数･受誌者数
･実施回数(1コース/全6回）
｡受講者数(のべ105人）

○食生活改善推進員数291人(H30
末現在）

食生活改善推進員(ヘルスメイト)養
成講座を開催する。

※第2次千葉市食育推進計画(平成
26～30年度)の計画期間終了に伴い
数値目標をふまえた食生活改善推進
員数の記載は終了となります。

○講座の実施回数･受講者数
･実施回数(1コース/全6回）
･受講者数(のべ208人）

a
食生活改善推進員(ヘルスメイト)養
成講座を若葉区で開催する．
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61 健康推進課

市内の飲食店等で､栄養成分表示を
実施する等､健康に関する情報を提
供する事業者を｢健康づくり応援店｣と
して募り､店頭に健康づくり応援店証
を掲示することにより、市民に周知し

自らの健康づくりを推進します。
主な関係先:食品安全課､事業者

対象年齢期;全世代

○健康づくり応援店件数(230店〉
要件を満たした飲食店を『健康づくり
応援店｣として登録し､市民の健康づ
くりを支援する。

○健康づくり応援店件数(210店） b
登録要件を見直すとともに､市民への
周知の徹底を図る。

62 生活衛生課

パンフレット､ホームページ等により、

迅速かつわかりやすく食の安全確保

に関する情報を提供します。

主な関係先:－

対象年齢期:高校生期､成人期

･ホームページの更新回数(78回）

世リーフレット等の配布部数(2,000部）

リーフレット等の配布｡ホームページ

ヘの掲載､告示､記者発表等により、
食中毒原因施設､その他違反者等の

公表､食中毒予防のための注意喚
起､食中毒注意報等の発令などを行
葛．
グロ

ホームページの更新回数(75回）
リーフレット等の配布部数(1,000部） b

引き続き､ホームページ

への掲載､告示､記者発
表等により、食中毒原因

施設､その他違反者等

の公表､食中毒予防の
ための注意喚起､食中
毒注意報等の発令など
を実施していく必要があ
る。

リーフレット等の配布｡ホームページ
ヘの掲載､告示､記者発表等により、
食中毒原因施設､その他違反者等の
公表､食中毒予防のための注意喚.
起､食中毒注意報等の発令などを行
－

つ。

63 生活衛生課

食の安全に対する知識の普及を図る
ため､食の安全に関する講演会等を

開催します。

主な関係先:消費者､食品等関係事
業者

対象年齢期:高校生期､成人期

○食の安全に関する講演会'意見交
換会の実施
･実施回数(1回）

･参加者(45人）

平成31年度千葉市食品衛生監視指
導計画に係るパブリックコメントの実
施
期間爵1月4日～2月8日
意見:2人から11件

食の安全に関する講演会及び令和2
年度千葉市食品衛生監視指導計画
に対する意見交換会を実施する。

○食の安全に関する講演会｡意見交
換会の実施
実施回数(1回）

参加者(40人）

令和2年度(2020年度)千葉市食品衛
生監視指導計画に係るパブリックコメ
ン卜の実施

期間:1月1日～2月7日

意見:2人から9件

b

より多く市民や食品等事
業者に参加してもらえる

よう講師の選定などを工
夫していく必要がある。

食の安全に関する講演会及び令和3
年度千葉市食品衛生監視指導計画
に対する意見交換会を実施する。

64 幼保運営課

毎日の保育の中で､乳幼児が発達・
発育に応じて食について学べるよう、
各保育所･認定こども園において食育
計画を策定し､取り組みを実施しま
一一

9。

主な関係先:保育所､認定こども園
対象年齢期:幼児期

。 ：

計画策定保育所数(公立57か所）
計画策定潔定こども園(公立2か所）

各保育･罷定こども園において食育計
画を策定し､取り組みを実施する。

計画策定保育所数(公立55か所）

計画策定認定こども園数(公立2か所） a
各保育･麗定こども園において食育針
画を策定し､取り組みを実施する。
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J1＝秤

幼保運営課

保健体育課

施策の内容

食育だより等を通じ､乳幼児及び小。
中学生の保護者に対し健全な食生活

に役立つ情報提供を行います。
主な関係先:保育所､認定こども園、

学校

対象年齢期:幼児期、小学生期、中

学生期

ﾅ目↑宗媒しハ引塁ﾉ火口U年圧異頓

○食育だより等配布先件数
恩保育所(57か所〉
｡計画策定認定こども園(2か所）

○食育だより等配布先件数
･学校食育だより等配布先学校数169
校(小学校111校､中学校55校､特別
支援学校2校､高等特別支援学校1
枝）

令和元年度実施予定

食育だより等を乳幼児の保薩者に対
し配布する。

毎月の献立表に食材の紹介やレシピ
を掲載して保護者に対して配布する。

食育だより等を小･中学生の保謹者
に対し配布する｡旬の市内産食材の

紹介やレシピを掲載した資料を保護
者に対し配布する。

令和元年度事業実滞

○食育だより等配布先件数
保育所(園)食育だより等配布先保育
所数(公立保育所55か所､公立認定こ
ども園2か所）

○食育だより等配布先件数
･学校食育だより等配布先学校数169
校(小学校111校､中学校55校､特別
支援学校2校､高等特別支援学校1
校）

評価

a

a

今後の：

給食内容の充実を図り、
食育だより等を通じ､保

護者に役立つ情報の提
供を行う必要がある．

全調Tウ捧磨壷愉毛宅

食育だより等を乳幼児の保溌者に対
し配布する。

毎月の献立表に食材の紹介やレシピ
を掲載して保護者に対して配布する。

食育だより等を小･中学生の保護者に
対し配布する｡旬の市内産食材の紹
介やレシピを掲載した資料を保護者
に対し配布する。

66
廃棄物
対策課

食品ロス削減を啓発するため､事業
者と協働で食べきりキャンペーンを実

施するとともに､小･中学校と連携し、
給食だよりや校内放送を活用した普

及啓発を図ります。

主な関係先:学校､事業者
対象年齢期:全世代

･事業者と協働で食べきりキャンペー
ンの実施(12～1月）

画小中学校における普及啓発(10月）

･｢へらそう<んフェスタ』開催(10月）

引き続き､事業者と協働で食べきり
キャンペーンを実施するとともに､小。
中学校と連携し､給食だよりや校内放
送を活用した普及啓発を行う。

大規模商業施設にて食品ロス削減啓
発を含めたごみの減量･再資源化の
イベントを実施する。

食品ロス削城に関する講演会等を開
催する。

･事業者と協働で食べきりキヤンペー
ンの実施(12～1月）

･小中学校における普及啓発(10月）
●

･｢へらそうくんフェスタ｣開催(10月）

･食品ロス削減講習会の開催(10月）

a

引き続き､事業者と協働で食べきり
キャンペーンを実施するとともに､小．
中学校と連携し､給食だよりや校内放
送を活用した普及啓発を行う。

67 農政課

地産地消に関する市民の理解を深め

るため､啓発を行います。

主な関係先:一
対象年齢期:全世代

○啓発実施令画数(農政課がかか
わったもの）

瞳イオン千葉市ﾌｪｱ(4月、11月－12
月）

･｢食育のつどい』
･千葉市マッチデーつくたべイベント
｡そごう千葉市･市原市｡四街道市連
撹キャンペーン
･千葉市在来そばまつり
･千葉湊大漁まつり

･千葉市イチゴキャンペーン

市内産農産物を知ってもらい､購入・
飲食できる機会を増やすため､企業・
団体･生産者と連携し､フェアやふれ
あい市を通じて千葉市彦駕産物のP
Rの実施や､｢地産地消推進店登録
制度※｣を推進し､市内産農産物を取
扱う店舗の情報を市民に向けて周知
する。

※地産地消推進店登録制度；
地産地消に取り組む農産物直売所、
飲食店､食品卸事業者を､消費者に
分かるように登録する制度

○キャンペーン実施回数(9回）
･千葉市スペシャルデー(ZoZoマリン
スタジアム）

･千葉湊大漁まつりち－バルつくたべ
コラボブース
｡つくたべマルシェ＠ペリエ千葉

･イオン千葉市フェアー(4月、6月、11
月、2月）

･食育のつどい

･千葉市在来そばまつり

a

地産地消推進店(つくた
べ推進店)の知名度を高
めるとともに､フェイス

ブックのフォロワー数を
増加させる必要がある。

引き続き､地産地消推進店の加盟店
を増やし､マルシェ等のイベントを実
施すると同時に､SNS等の情報発信
の機会を増やす。
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課題2自立した消費者になるための教育
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農政課

施策の内容 。

児童の｢食｣と｢農｣に対する関心と理
解を深めるため､小学校で生産者に
よる出張授業を実施します。

主な関係先:生産者､小学校
対象年齢期:小学生期

指標及び平成30年度実績

O実施校数(7校〉

5月：春夏ニンジン
9月牛乳
10月米

11月キャベツ
11月コマツナ

1月秋冬ニンジン
2月牛乳

令和元年度実施予定

小学校で生産者による出張授業を実
施する。

令和元年度事業実緬

○実施校数(7校）

6月春夏ニンジン

9月牛乳

10月米

11月キャベツ

11月コマツナ

1月秋冬ニンジン
2月牛乳

評価

a

一望蛭へ雷田日画

詞 2年度実

小学校で生産者による出張授業を実
施する。

○実施予定校数(7校）

6月春夏ニンジン

9月牛乳
10月米
11月キャベツ

11月コマツナ

1月秋冬ニンジン

2月牛乳．

69

農政課

へ

農業経営

支援課

農業に親しむ機会を提供するため、
市民農園･体験農園･観光農園等に
おいて農業体験活動の場を提供しま
す。

主な関係先:市民農固固主､体験農
固固主､観光麗固固主､農業団体

対象年齢期:全世代

①市民農園数(35か所）
利用者数(1,674人）
利用率(83％）
抜粋内訳(市管理分のみ）
中田:398区画中286利用
、市民農園利用者養成講座
：48区画中46件利用

②観光屡園数(26か所）
入園者数(74,298人〉

③体験農園数〈4か所）
区画数(291区画）
内訳(市管理分のみ）
富田さとにわ耕園

： 100区画中94件利用

下田ふれあい館

(米作り体験）
:全4回(延べ252人参加）

④親子一日農家体験(落花生､ニン
ジン）

全3回(延べ41組参加）

⑤ｲオンチアーズクラブファーマーズ
プロジェクト活動支援
実施回数(7回）

市民農園･体験農園･観光農園･農業
体験企画において農業体験の場を提
供する。
･市民農園開設支援補助金(単独）
30万円（1か所､3/10補助）

○市民農園数(34か所）
利用者数(1,372人）
利用率(75％）
抜粋内訳(市管理分のみ）
中田;398区画中269利用
市民農園利用者養成講座
：48区画中36件利用

○観光農園数(26か所）
入園者数(72,398人）

○体験農園数(4か所）
区画数(298区画）
内訳(市管理分のみ）
富田さとにわ耕園
:100区画中92件利用
下田ふれあい館
(米作り体験）
:全4回(延べ92人参加）

･親子一日農家体験(落花生､ニンジ
ン）

全3回(41組参加）

･イオンチアーズクラブファーマーズ
プロジェクト活動支援
実施回数(3/5回)･･･台風の為2回

中止

･市民農園開設支援補助金実績な
し

b

b

市民農園･体験農園･観光農園･農業
体験企画において農業体験の場を提
供する。

｡市民農園開設支援補助金(単独）
30万円（1か所､3/”補助）

市民農園･体験農園･観光農園｡農業
体験企画において農業体験の場を提
供する。
｡市民農園開設支援補助金(単独）
30万円（1か所､3/10補助）
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(分類1)食に関する教育の促進
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薄所管課・§

教育改革推進
課

｡' ． 似, ￥ 』 ､皿率Uノ燭容人

農山村留学を実施し､児童の食に関

する理解を進めます。
主な関係先:小学校

対象年齢期:小学生期

？.曙垣癌煤い十座○U千J鈍采輻 匠匠

甲 強

､ ｡,* 町 ｡

○農山村留学を市内全小学校(狐1
樋の6年生約8“0人が実施｡郷土
料理作り等を通しだ､児童の食に関
する理解を図つたう§ : :ゞ

』

卍

＆ q卜 ⑬

令和元年度実施予定 〆 ､ &．。

盃 呵

⑰ 、

患山村留学を市内全小学校(111校) 、
の6年生8,3”入を対象に実施予定3”

溌鍔雛綴て蝉の食Ⅷ

刃 喫

亜

潔: 、′ 『令亦ﾛ元年度畢栗実誼:§

○農山村留学実施校数､参加児童数
(111校､8j277人）
農山村留学を市内全小学校の6年生
が実施｡南房総市や鴨川市等で農業
や伝統地場産業につながる体験や郷
土料理作り等を通して､児童の食に関
する理解を図った。

評価

a

::今後の課題ﾐ･；簿鋒閾

串貢電室夢
吸

世

令和2年度実施予定#!： ⑤ 1

寺

農山村留学を市内全小学校“0校)琴
の6年生8220人を対象に実施予定6
郷土料理作り等を通して､児童の食Iミ
関する理解を図る｡ j :/" ｡ ､漁… iリ

L r4

71 保健体育課

各小､中､特別支援学校において食
に関する指導の全体計画を策定し、
食に関する教育を推進します。
主な関係先:農業協同組合､卸売業

者､農政課､学校
対象年齢期:小学生期、中学生期

、 搦 ．丹 ‐ L 鉾

V L L

由

＊ ⑪

ゴj二 ､ 蹄

全体齢画策定校数(小学校111校､中
学校55校､特別支援学校2校､高等

特別支撮学校蝿： 、 ；： :、
“ ・ ￥ ：雫 ､ : , ､

市内産農産物を導入した全校共通献
立を実施(年3回>6東京オリンピック・
バﾗﾘﾝビｯｸ給食､千葉氏ゆかりの
地給食等を実施． 、

減 J

q 喝 i

無 年

１
毎
硝

心

朝 ; 瓦遥 L 巳 ，蔀~
L 認

幸」 己 宅 ③

凹 巳

畦 . 中
4 余

・ 箔 』 ＃
凸

凸

各小､中､特別支援学校において食
に関する指導の全体計画を策定す．
る。食育の日･市民の日･学絞給食
週間として市内産の人参等を使用し
た､全校統＝の献立を年3回実施｡そ
の他東京オリンピック9パラリンピック
給食(7月)､千葉氏ゆかりの地給食
(12月)を特色あるメニューとして実
施。 1 ‘ “

P に

配 口 J F

全体計画策定校数(小学校111校､中
学校55校､特別支援学校2校､高等特
別支援学校1校）

￥

市内産農産物を導入した全校共通献
立を実施(年3回)｡東京オリンピック･パ
ラリンピック給食､千葉氏ゆかりの地
給食等を実施。

a

学習指導要領の改訂を
踏ま謡･各学校の実態に
合わせた全体計画の見
直しを行う必要がある6

:: : " :狸! ' . 誉 ､ 諾

｡ 。 ：
ｺ ﾆ 鍔 ･ ･弥

生 召 鈩伊 ← f 震.

ﾆ ﾆﾆ ℃ . . 唾

新型戴ロナの影響により未定

◆ 二 b b bL

9 % ￥

ﾆﾆ F

出 1侶 ﾆ ■

蒔 口 ）

唖

丸 二



基本的方向4自ら考え行動する自立した消費者の育成(消費者教育推進計画）
課題2自立した消費者になるための教育
(分類2)情報とメディアに関する教育の促進
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消費生活
センター

施策の内容

インターネットに関連する消費者ﾄラ

ブルとその対処法や機器の適切な利
用等に関する講座を開催します。
主な関係先:一

対象年齢期;高校生期､成人期

指標及び平成30年度実績

インターネットに関連した講座｡啓発を

実施した。

○実施回数･受講者数
･スマートフォンの操作に関する講座
(シニア対象)(1回20人）

※併せて｢インターネット等の利用を
めぐる悪質商法とその対処法』に関す
る講座を実施
･巡回講座等において､ワンクリック
詐欺等､インターネットに関連する悪
質商法について説明した。
･その他､消蜜者被害注意報や関東
甲信越ブロック悪質商法被害防止
キャンペーンリーフレット等で､イン

ターネットに関連する消費者ﾄラブル
を紹介した。
･小･中｡高校等を対象とした情報モラ
ルに関するDVDの貸出(依頼がな
かつたため実績なし）

令和元年度実施予定

多発するインターネット関連の消費者
トラブルに対応するため､関連する最
新の悪質商法について､継続して講
座等で紹介し､インターネットやスマ
ホの利用に関する講座を開催する。

令和元年度事業実績

インターネットに関連した調座･啓発を
実施した。

O実施回数･受講者数
･インターネット被害予防法に関する講
座(主に中高年対象)(1回15人）

･巡回購座等において､詐欺的サイト
やワンｸﾘｯｸ請求詐欺に係る事例等
を紹介し､インターネットに関連する消

費者トラブルの実態と対処法について
説明した。

･市内高校での家庭科の授業｢消費行
動を考える｣において､フリーマーケッ
トアプリについて取り上げた。（1校7回
268人）

･その他､消費者被害注意報で通信販
売の定期購入やフリーマーケットサー
ビスの利用時における消費者トラブル
を紹介した。

･関東甲信越ブロック悪質商法被害防
止キャンペーンリーフレットで悪質商法

の手口や事例を紹介した。
｡情報モラルに関するDVDの貸出(依
頼がなかったため実績なし）

評価

a

今後の T2牛凹冬手隆夫nm丁疋

多発するインターネット関連の消費者
トラブルに対応するため､関連する最
新の悪質商法について､継続して消
費者被害注意報や講座等で紹介する

とともに､インターネットやスマホの利
用に関する繍座を開催する。

73 高齢福祉課

シルバー人材センターにおいて､高齢
者が講師となりパソコンの活用に関す
る講座を開催します。
主な関係先: (公社)シルバー人材セ
ンター

対象年齢期:成人期

○実施回数･受講者数
瀞･実施回数(821回）
｡受識者数(755人）

シルバー人材センターにおいて､高齢
者が講師となりパソコンの活用に関す
る講座を開催する。

○実施回数･受講者数

･実施回数(554回）

･受講者数(636人）
b

令和2年8月に末広事務
所に移転することから、
移転先の周知をする必
要がある。

シルバー人材センターにおいて､高齢
者が議師となりパソコンの活用に関す
る講座を開催する。
令和2年4月から8月までの予定26回

及び受講生の予約があれば実施予
定｡9月以降は未定。
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高齢福祉課

施策の内容

いきいきプラザ｡いきいきセンターにお

いて､高齢者を対象としたパソコンの
活用に関する講座を開催します。

主な関係先:いきいきブラザ､いきい
きセンター

対象年齢期:成人期(特に高齢者）

f日毎媒L八二貯砥｡U年J奨失1画

○実施回数･受講者数

･実施回数(242回）
･受講者数(延べ3,638人）

令和元年度実施予定

－－ー

いきいきプラザ｡いきいきセンターにお
いて､高齢者を対象としたパソコンの
活用に関する講座を開催する。

令和元年度事業実緬

○実施回数･受講者数
･実施回数(80回）

･受講者数(延べ1,180人）

百五ｲ所

C

全卵名〃､胃里昴百

実施回数を増加させる必
要がある。

令和2年度実施予定

いきいきプラザ.いきいきセンターにお
いて､高齢者を対象としたパソコンの
活用に関する講座を開催する。

" J

75 教育センター

千葉市小中学校版情報モラル教育カ

リキコラム及び情報モラルコンテンツ
の活用を支援する等､情報ﾘテラシー
の定着に向けた取り組みを進めま
す。

主な関係先:学校

対象年齢期:小学生期、中学生期

令和2年(2020年)1月に本稼働する
第2次CABINETシステム更新に向け、
股計構築作業に着手していることか
ら､指導計画･学習資料向指導資料の
大幅な更新については､実施できな
かつた。

新システムの安定稼働後､指導計画
及び学習資料と指導資料の作成に藩
手する。

○傭報モラルカリキュラム等の配信開
催校数

配信は小｡中･特別支援学校169校に
対して実施｡利用の実態については残
念ながら確認できていない｡また､養
成校に対しては出前講座を実施してい
る。

b

学校ホームページが市
政情報システムに移行と
なった関係で､教育セン
ターのホームページもリ

ニューアルする必要があ

る。

システム更新が一段落することから、
コンテンツの整理を進める。

76 教育センター

インターネットにおける消費者トラブル

に関する教育や情報通信技術を活用
した授業の推進及び情報活用能力の

育成のため､小･中･特別支援学校の
関係する教員に対し研修を行いま
す。

主な関係先:学校
対象年齢期:成人期

教育メディア主任研修会において､情
報教育に関する情報提供を行った。
○実施回数｡受講者数

．対象者:教育メディア主任(小･中･特
別支援学校）
･実施日:平成30年5月10日(金）
｡内容:情報教育､情報モラル教育の
推進について
･人数:169人

学校におけるインターネット等の担当
教員に対し､校内のリーダーとして必
要とされる情報を提供していく。

教育メディア主任研修会において､児
童生徒が巻き込まれそうになる事例を

紹介し､各校における情報モラル教育
の開催を促した。
○実施回数･受講者数

･対象:教育メディア主任(小･中･特別
支援学校）

･実施日:令和元年5月8日(水）
･内容:情報教育､情報モラル教育の
推進について
･人数:169人

a

保護者向けプログラムも
情報提供する必要があ
る。

新型コロナ感染拡大防止の観点か
ら､管理職向けのCABINET取扱研修
や情報セキュリティ研修において集合
研修は中止したが､SkyPe会蟻や作
成資料の配布で研修の代替を行う。



基本的方向4自ら考え行動する自立した消費者の育成(消費者教育推進計画）
課題2自立した消費者になるための教育
(分類3)環境教育の促進(持続可能な開発のための教育①）
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環境保全課

施号 旨の内容

環境家計簿機能を付したエコライフカ
レンダーを作成･配布し､地球温暖化
対策に関する啓発を行います。
主な関係先:庁内関係課
対象年齢期:高校生期､成人期

指標及び平成30年度実績

○配布部数(24,000部〉

令和元年度実施予定

エコライフカレンダーを2“00部作成
し､環境家計簿の普及を図る°

令和元年度事案実績

○配布部数(25,000部）

怖

a

今糸碆の狸帰国 2年度実

ｴｺﾗｲﾌｶﾚﾝダｰを25,000部作成
し､環境家計簿の普及を図る。

78 環境保全課

ホームページを活用し､環境に関する

啓発を行います。
主な関係先;一

対象年齢期:高校生期､成人期

○ホームページ更新回数(60回）
環境に関する情報をホームページに
掲賊し､周知･啓発を行う。

○ホームページ更新回数(59回） b
環境に関する情報をホームページに
褐城し､周知･啓発を行う。

79 環境保全課

大草谷津田いきものの里等を整備
し､環境学習活動として自然観察会を
実施します。

主な関係先:一
対象年齢期:全世代 一

○実施回数･受講者数
自然観察会を実施

･実施回数(19回）
･参加者数(538人）

大軍谷津田いきものの里にて、自然

観察会を実施する。

○実施回数･参加者数

自然観察会を実施
･実施回数(14回）

･参加者数(398人）
※年間22回実施する予定であったが、
雨天中止に加え台風後の整備､新型
コロナ対応により8回が中止となった。

★
大草谷津田いきものの里にて､自然
観察会を実施する。

80

環境保全課

教育改革推進
課

児童､生徒向け環境教育教材を作成
するとともにこれを活用し､環境教育
を推進します。
主な関係先:学校
対象年齢期:小学生期･中学生期

･小学生版9.300部､中学生版8,8”部
作成

環境学習モデル校を小･中学校とも6
校ずつ指定し､環境学習を実践した。
各教科等と関連させて琿境教材を用
いて環境学習を進めた。

小｡中学生向けの環境教育教材を作
成し､小学校4年生･中学校1年生に
配布する。

各教科等と関連させて教育活動に位
置づけ､環境学習を進めていく。

･小学生版9,200部､中学生版8,700部

作成

環境学習モデル枝を小･中学校とも6
校ずつ指定し､環境学習を実践した。

各教科等と関連させて環境教材を用
いて環境学習を進めた。

a

a

小･中学生向けの環境教育教材を作
成し､小学校4年生｡中学校1年生に
配布する。

各教科等と関連させて教育活動に位
置づけ､環境学習を進めていく。
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番号

81

所管課

環境保全課

教育改革推進
課

施策の内容

環境学習モデル校を指定し､環境保
全活動を推進します。
主な関係先;学校
対象年齢期:小学生期、中学生期

ﾅ目↑宗媒し八汁邑ﾉⅨごU呂牛J至乗1頃

○モデル校指定数
･小学校(6校）
･中学校(6校）

環境学習モデル校を小･中学校とも6
校ずつ指定し､環境学習を実践し､ま
た､活動の成果と課題を報告書にまと
め市内の小中学校に配布した。

T1才uンU千ノヱ垂〃巴J才に

環境学習モデル校を小･中学校とも6
校ずつ指定し､環境保全活動を推進
する。

環塊学習モデル校を小･中学校とも6
校ずつ指定し､教育活動の中に環境

学習を位置づけ､実践力を饗う．

令和元年度事業実績

○モデル校指定数
･小学校(6校）

･中学校(6校）

環境学習モデル校を小･中学校とも6
校ずつ指定し､環境学習を実践し､ま
た､活動の成果と課題を報告書にまと
め市内の小中学校に配布した。

評価

a

a

今後の 2年度実

環境学習モデル校を小･中学校とも6
校ずつ指定し､環境保全活動を推進
する。 ‐

環境学習モデル校を小･中学校とも6
校ずつ指定し､教育活動の中に環境
学習を位置づけ､実践力を養う。

82

環境保全課

生涯学習

振興課

環境保全に向けた意識の高揚を図る

ため､環境問題関連の講演会やイベ
ン卜等を開催します。

主な関係先:エコメッセ実行委員会、
事業者､環境NPO
対象年齢期:全世代

○実施回数､参加者数
･エコメッセ(1回､参加者9,000人〉

･公民館等での環境教育講座(6回、
t19人）

○実施回数､参加者数
讃座
･実施回数(92回）

･受講者数(2”4人）

エコメッセちぱ実行委員会に参画し、
｢千葉最大の環境活動見本市｣エコ
メッセを開催する。
公民館等での環境教育講座を開催す
る。

各公民館等において､それぞれの地
域の実情や学習ニーズを踏まえ､引
き続き学習機会の提供に努める。

○実施回数､参加者数
｡エコメッセ(1回､参加者10I500人）

･公民館講座(7回､78人）

○実施回数､参加者数
講座
･実施回数(26回）

･受講者数(610人）

a

C

各公民館等において､環

境問題に関する､それぞ
れの地域の実情や学習

ニーズを把握していく必
要がある。

エコメッセちば実行委員会に参画し、

｢千葉最大の環境活動見本市』エコ
メッセを開催する。
公民館等での環境教育講座を開催す
る

各公民館等において､それぞれの地
域の実情や学習ニーズを踏まえ､引
き続き学習機会の提供に努める。

83
廃棄物
対策課

焼却ごみの削減のため､大学生ボラ
ンティアグループとの連携など､様々
な啓発活動を行います。
主な関係先:大学生ごみ減量ボラン

ティァグループ｢ちばくりん」
対象年齢期:全世代

○啓発活動の実施回数
イベント等での啓発(1f回〉

大学生ごみ減量ボランティアグループ
｢ちばくりん｣との連携
･イベント出展等(2回）

･その他啓発活動(2回）
、

大学生ごみ減量ボランテざアグループ
『ちばくりん｣の事業見直しを行い､方
向性を検討する｡(本計画における事
業は実施しない）

○啓発活動の実施回数
･イベント等での啓発(4回） C

出展イペントを吟味し､よ
り訴求力があり､啓発に
効果的なイベントを選択
していく必要がある。

引き続きイベント等での啓発を実施し
ていく。

大学生との連携については､新たな
ボランティア手法について検討してい
＜。



基本的方向4自ら考え行動する自立した消費者の育成(消費者教育推進計画）
課題2自立した消費者になるための教育

(分類3)環境教育の促進(持続可能な開発のための教育①）

第3次千葉市消費生活基本計画に基づく令和元年度事業実績及び令和2年度実施予定

基本的方向4自ら考え行動する自立した消費者の育成(消費者教育推進計画）
課題2自立した消費者になるための教育

弓燈對音の停准(持続可能な開発のための教育0）
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番号

84

所惰課

廃棄物

対策課

施策の内容

生ごみの減量のため、食材などの無

駄を減らすエコレシピ料理の普及啓
発活動を行います。

主な関係先:高校
対象年齢期:高校生期

指標及び平成30年度実植

○実施回数､受講者数
エコレシピ料理鱗習会

･実施回数(3回）
･受講者数(70人）

令和元年度実施予定

エコレシピ料理の講習会を実施して、
環境に配慮した料理普及の啓発活動
を実施する。

令和元年度事業実纐

○実施回数､受講者数
エコレシピ料理講習会

･実施回数(3回）
･受講者数(80人）

評価

a

へ虎今一三四＝

令和2

エコレシピ料理の講習会を実施して、
環境に配慮した料理普及の啓発活動
を実施する。

85
廃棄物

対策課

ごみの減量やリサイクルに関する市

民の意識高揚を図るため、ごみ減量
広報紙を発行し､啓発を行います。
主な関係先:一

対象年齢期:全世代

ごみ減量広報紙｢GO!GO!へらそうく
ん』を発行し(市政だより3月号)、ご
み減量への周知啓発を図つた･

○発行回数(1回）
、ザ

※市政だよりと統合して発行している
ため､発行部数については､当課で
鯛整できるものではなく指標としな
い･

ごみ減量広報紙｢GO!GO!へらそうく
ん｣を年1回発行し､(市政だより統
合)ごみ減量への周知啓発を図る。

○発行回数1回
ごみ減量広報紙｢GO!GO!へらそうく

ん｣を発行し(市政だより3月号)、ごみ
減量への周知啓発を図った･

a

ごみ減量広報紙rGO!GO!へらそうく
ん』を年1回発行し、(市政だより統
合)ごみ減量への周知啓発を図る°

86
廃棄物

対策課

生ごみの減量及び資源化のため、研
修を受講する等所定の要件を満たし
た者を生ごみ資源化アドバイザーとし
て登録します。
主な関係先:一

対象年齢期:成人期

○登録者数

生ごみ資源化アドバイザー登録者数
(45人）

令和元年度末に登録期間が満了する
アドバイザーに対し､更新時研修を実
施する。

○生ごみ資源化アドバイザー登録者
数43人 b

令和2年度末に登録期間が満了する
アドバイザーに対し､更新時研修を実
施する。
新規アドバイザーの養成研修を実施
する。
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番号

87

所管課

廃棄物

対策課

施策の内容

町内自治会･市民活動団体や事業者
等が行う､生ごみの減量や資源化椎
進を目的とした学習会･研修会などの

活動に､生ごみ資源化アドバイザーを
派遣し､適切な助言･技術指導等を行
います。

主な関係先:町内自治会､市民活動
団体､事業者
対象年齢期:全世代

f日1乗媒Lか学トノ媒。U午J箕去1質

○派遣回数､受識者数

･派逓回数(10回）
．受論者数(320人）

令和元年度実施予定

町内自治会､市民活動団体及び事業
者に対して､適切な助言･技術指導を

行うため｡生ごみ責源化アドバイザー
を派遣する。

令和元年度事業実緬

○派遣回数､受講者数

･派遣回数(10回）

･受講者数(520人）

評価

a

今後の 令和2年度実施予定

町内自治会､市民活動団体及び事業
者に対して､適切な助言･技術指導を
行うため､生ごみ資源化アドバイザー
を派通する。

88
廃棄物
対策課

自発的なごみ減量･再資源化活動を
推進するため､生ごみ減量処理機等

の購入費の助成を行います。
主な関係先:一

対象年齢期:成人期

○助成件数
･生ごみ減麗処理機の購入費
(目標:200件実績: 148件）
｡生ごみ肥料化容器の購入賛

(目標ﾖ350件実績:135件）

○助成件数
･生ごみ減鼠処理機の鰯入費
(目標9200件）
･生ごみ肥料化容器の購入費
(目標漁50件）

○助成件数
･生ごみ減量処理機の購入費
(実績:150件）

･生ごみ肥料化容器の購入費
(実績:160件）

C

生ごみ減量処理機･生ご

み肥料化容器ともに-申
鯖件数の増加に向けて、

周知を図っていく必要が
ある。

○助成件数

･生ごみ減量処理機の購入費
(目標:200件）
･生ごみ肥料化容器の購入饗

(目標:350件）

89
廃棄物
対策課

未就学児や小学生を対象に､ごみの
分別や3Rについて体験学習する｢へ
らそうくんルーム｣や｢ごみ分別スクー
ル｣を実施します。
主な関係先:保育所(園)、幼稚園､小

学校

対象年齢期:幼児期､小学生期

○実施数(124か所）

｡｢へらそうくんルーム」

(保育所6か所､幼稚園6か所）
.｢ごみ分別スクール」
(小学校棚2校）

"3R啓発教育図書の紙芝居版を幼稚
園画保育所にて読み聞かせをする｢へ
らそうぐんルーム』を実施する。
･小学4年生を対象に｢ごみ分別ス
クール｣を実施する。

○実施数

･保育所6ケ所

･幼稚園6ケ所

･小学校110校

b

･3R啓発教育図書の紙芝居版を幼稚
園.保育所にて読み聞かせをする『へ
らそうぐんルーム｣を実施する。

･小学4年生を対象に｢ごみ分別ス
クール』を実施する。
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90

JJロー…

廃棄物

対策課

施策の内容

公共施設にボックスを設置し､回収し
た使用済小型家電を認定事業者に引

き渡して有用な金属等のリサイクルを

図ります。

主な関係先;-
対象年齢期;全世代

指標及び平成30年度実績

○ボックス設置数(26か所）

令和元年度実施予定

公共施設に回収ボックスを段置し､回
収した使用済小型家鰯を鹿定率業者
に引き渡すことで竪有用な金属等のり
サイクルを図る°

令不u元ヰJ至箏釆天頓

○ボックス設置箇所(26か所）

｡＝幸一

a

へ彼ロー畢函＝

2年度実施予定

公共施設に回収ボックスを股髄し､回
収した使用済小型家電を認定事業者
に引き渡すことで､有用な金属等のり
サイクルを図る。

91
廃棄物

対策課

廃食油を回収する地域団体等を募集

し､事業者が収集･精製してバイオ
ディーゼル燃料にリサイクルする取り

組みを推進します。
主な関係先:地域団体､事業者

対象年齢期:全世代

○回収拠点数(38か所〉

廃食油を回収する地域団体等を募集
し､市内民間事業者によりバイオ
ディーゼル燃料にリサイクルし､環境
事業所のごみ収集車の燃料として活
用する。

○回収団体数(41団体） a

廃食油を回収する地域団体等を募集
し､市内民間事業者によりバイオ・
ディーゼル燃料にリサイクルし､環境
事業所のごみ収集車の燃料として活
用する。

92
廃棄物

施設維持課

新浜リサイクルセンターにおいて､施
設見学等環境教育に関する取組を行
います。

主な関係先:一
対象年齢期:小学生期､成人期

○実施回数:1回(7月27日）

○参加者数:親子7組､14人

小学生の夏休み期間中に1回教室を
開催し、10組20人までの親子に参
加してもらい､リサイクルの大切さを
学ぶ機会にしてもらう。

○実施回数;1回(7月26日）

○参加者数:親子10組､21名 a

体験教室開催のための
技術継承をする必要が
ある。

新型コロナ拡大防止のため､令和2年
4月現在において､今年度は実施しな
い予定。

93

1

〉

緑政課

ヒートアイランド現象や地球温暖化に

対する緑化の取組みの一つである緑
のカーテンについて､ゴーヤの種の配

布や､ホームページでの紹介及び公
共施設での緑のカーテン設置による

啓発を行います。

主な関係先:公共施設等
対象年齢期:全世代

緑のカーテンについて､ゴーヤ等の稲
の配布及び公共施設での緑のカーテ
ン設置による啓発を実施。
(H30年度は種配布のみとした）

○種配布数
･種配布数(2,400袋）
･種子セット(131袋〉

緑のカーテンについて､ゴーヤ等の種
の配布及び公共施股での緑のカーテ
ン設置による啓発を実施する。

緑のカーテンについて､ゴーヤ等の種
の配布及び公共施設での緑のカーテ
ン設置による啓発を実施。
○種配布数､苗配布数
･種配布数(2’400袋）

､苗配布数(258株）

a

緑のカーテンについて､ゴーヤ等の種
の配布及び公共施設での緑のｶーデ
ﾝ設置による啓発を実施する。
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(分類3)環境教育の促進(持続可能な開発のための教育①）
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(分箱3)摺燈對耆のｲ厚准(穰縛可能な閨寒のための裁害、） ． ～

〆亀ﾉ、
一

〈
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番号
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B ､ J刀I=…:

動物公園

’ , ､． ’罰〃睡翠Vノ1列合， “ ， 、′

動物公園において開催している飼育
員のガイドの中で､規格外の野菜をエ
サとして利用し､環境に配慮した飼育
に努めていることなどを伝え､環境教
育を推進します。
主な関係先:一

対象年齢期:全世代

"指標及び平成30年度実紀
巳

動物公園において､持続可能な開発

R鍵鵠懲爵農撰議鼻
信した。

O実施回数 ；
･ちょっといい話(12回）
q園長ライブ(12回）

v藍．

F 』二塁 ㎡ 稀昌 尹

､- ‘r ‐ こ､ 鞠":､黙 .‘ .
､ 熱

§ 管“ ； #令和元年度実1認 定蝋､ 、職f’

動物公園において､持続可能な開発、

のための取組みにっ陵て､ちょっとい、
い話の講座で､来園者等l含續報発信
する。 … ” …『 『 二 兎 ･ ･ ,

芽ちょっといい話(12回>‐ ・: 、 …』
分

蝋
や
屯

※｢園長ﾗｲプjは､事業の見直しによ
りH31年度以降は実施しない｡

。
。

⑯ 再 F
山斗 轡

: : . ､: 蝉 ． ‘. i,､蝋､ 』 』 ‘ ．

、 ” 令和元年度事栗実緬､7鱒 ;､ 『 ：

○実施回数‘ ”

｡ちょっといい話(禰回実施） 〃

年間12回のうち4R2年3月分は新型
コロナの影響を考慮し､:中止とした(影
響がなければ予定通り実施していた）

芯 G

麺
》
★

〃 ロェごグー埜晶

⑪ 凡

､

d zz

q 1f ■

薯 ⑭

理

い :b■

願 咄

､燕覇";令和2年度実施予定灘篭;灘驚
凸

新型コロナ感染拡大防止の観点よ: "乎襲I
り､他の対面レクチヤーイバントも含
め現在中止となっており患令和箆年度:“
の実施の目途が立っていない乱、
再開に向熾状況の精査を行ってゆく:‘‘
がるアフタニコロナを見据えた都ベンド
全体の見直しが必要となることから、
次年度以降本スキーム内での再開と
なるかは未定。
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課題2自立した消費者になるための教育
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JyI琶岼

国際交流課

施 Eの内容

(公財)千葉市国際交流協会を通じ、
市内の国際交流･国際協力活動を行
う団体を支援します。
主な関係先: (公財)千葉市国際交流
協会

対象年齢期:全世代

指標及び平成30年度実櫃

○助成件数
(9団体）
※申請は12団体から。

令和元年度実施予定

市内の国際交流画国際協力活動を行
う団体に助成金を交付する。

令和元年度事業実績

○助成件数9団体
※申請は11団体

評価

a

へ例ひ一F～同工

令和2

市内の国際交流，国際協力活動を行
う団体に助成金を交付する。

96 国際交流課

友好親善や相互理解を深め､国際理
解を推進するため､姉妹都市との青
少年交流を実施します。
主な関係先; (公財)千葉市国際交流
協会
対象年齢期:中学生期～成人期(特
に若者）

○参加者数

(20人）

姉妹都市と青少年の派遥･受入を行
い､青少年交流を実施する。

○参加者数
(20人） a 新型コロナの影響により事業中止

97
教育改革推進
課

英語を母語とする外国人講師を市立
小･中･高等学校に配置し､語学指導
を充実させ､異文化理解を推進し､コ
ミュニケーションを図る態度や能力を

育成します。

主な関係先:学校
対象年齢期;小学生期、中学生期、
高校生期

○外国人講師配置数
小学校(38人）
中学･高校(19人）

小学3～6年生を対象にAL丁による外
国の文化や生活習慣に慨れ親しむ体
験的な英篭活動を行う。

市立中学･高等学校にAIJ｢を配置し、
語学指導及び異文化理解の充実を
図る。

○外国人講師配置数

小学校(40人）
中学･高校(19人）

a

小学3～6年生を対象にALFrによる外
国の文化や生活習個に慣れ親しむ体
験的な英語活動を行う。

市立中学･高等学校にAI_Frを配置し、
語学指導及び異文化理解の充実を
図る。



基本的方向4自ら考え行動する自立した消費者の育成(消費者教育推進計画）
課題2自立した消費者になるための教育

(分類4)国際理解教育の促進(持続可能な開発のための教育②）
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番号
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所管課

教育改革推進
課

施策の内容

小･中学校における､海外の姉妹校・

交流校などとの継続的な国際交流活
動により､児童生徒が国際的視野の
中で物事を考え判断する態度を育成
します。

主な関係先:学校
対象年齢期:小学生期、中学生期

上＝▲＝碗"■里哩酷u基■ ローー1志需…

○実施校数(22校）

令和元年度実施予定

小･中学校における､海外の姉妹校・
交流枝などとの継続的な国際交流活
動を実施する。

国際交流活動実践の紹介を工夫す
る。

令和元年度事業実緬

○実施校数(24校）

評価

a

今後の 全壬、ワ倖港壷歯辛壱

小･中学校における､海外の姉妹校・
交流校などとの継続的な国際交流活
動を実施する。

国際交流活動実践の紹介を工夫す
る。

99
教育改革推進

課

帰国児童生徒及び外国人児童生徒

の特性を伸長させるための指導や適

応指導を実施することで､帰国児童
生徒等の学級への溶け込みを図り、

1月竜生徒の身近な生活の場から国際
理解を促進します。

主な関係先:学校
対象年齢期:小学生期、中学生期

○外国人児童指導教室設置校数(2
校）

○外国人児童生徒指導協力員数(11
人）

適応指導を実施するための『外国人
児童指導教室｣の設置(2校)や､｢外
国人児竜生徒指導協力員』の派遣
(13人)により､帰国･外国人児竜生徒
の身近な生活の場から国際理解を促
進する。

○外国人児童指導教室設置校数(2
校〉

○外国人児童生徒指導協力員数(13
人）

a

今後さらに外国人児童生

徒の増加、多言鰭化が
見込まれることから､適

応指導､日本語指導を一
層充実させていく必要が
ある。

適応指導を実施するための｢外国人
児童指導教室』の股置(2校)や､｢外
国人児童生徒指導協力員｣の派遣
(13人)により､帰国･外国人児意生徒
の身近な生活の増から国際理解を促
進する。

100

稲毛高等
学校･附属
中学校

海外姉妹校･交流校などとの継続的
な国際交流活動により、生徒が国際

的視野の中で物事を考え判断する態
度を育成します。
主な関係先:－
対象年齢期:中学生期､高校生期

留学生受入及び海外での語学研修
派遣を行った。

○生徒数
･ノースバンクーバー市

受入生徒数(28人）
派遣生徒数(20人）
･ヒューストン市
受入生徒数(0人）

派過生徒数(20人）

･ザウッドランズ市
受入生徒数(17人）

派遣生徒数(20人）
｡オーストラリア
受入生徒数(0人）

派過生徒数(80人）

留学生受入及び海外での賂学研修
派遡を行う。
･ノースバンクーバー市

受入生徒数〈30人）

派遣生徒数(20人）
･ヒューストン市

受入生徒数(13人）
派遺生徒数(20人）

陣ザウッドランズ市
受入生徒数(15人）
派遣生徒数(20人）
必オーストラリア

受入生徒数(24人）
派遥生徒数(80人）

○留学生受入及び海外での脂学研修
派遣数

｡【ノースバンクーバー市】
受入生徒数(30人）

派遣生徒数(18人）
･【ヒューストン市】

受入生徒数(13人）
派遣生徒数(19人）
･【ザウッドランズ市】
受入生徒数(15人）
派遣生徒数(20人）

･【オーストラリア】
受入生徒数(24人）

派遣生徒数(79人）

b

賠学研修引率者の出張
旅費が十分でない状況
がある｡航空運賃等の高
騰が背景にあるため､学
校としては何ともできな
い部分と思われる｡ま

た､引率職員の年齢層
が若くなり運営上､難し
い面も出てきている｡ま

た､実施時の安全確保に
ついて十分に配慮してい

るが､国外であることか
ら懸念される部分がある
のは否めない。

○留学生受入及び海外での語学研
修派遣を行う。
．【ノースバンクーバー市】
受入生徒数(30人)＝中止(新型コ
ロナ）

派遣生徒数(20人)一中止(新型．
ロナ） ．

．【ﾋﾟｺ･一ストン市】
受入生徒数(13人)＝中止(新型コ
ロナ）

派遺生徒数(19人)‐中止(新型コ
ロナ）

．【ザウッドランズ市】
受入生徒数(令和2年度予定なし）
派遣生徒数(20人)‐中止(新型．
ロナ）

.【オーストラリア】
受入生徒数(令和2年度予定なし）
派遣生徒数(80人)＝中止(新型．
ロナ）
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番号
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”」屋＝

給与課

施策の内容

市職員に対し､退職後のライフプラン
に関する講座を開催します。
主な関係先:一

対象年齢期;成人期

指標及び平成30年度実績

○講座の実施回数､受講率
(1回､94.7％）

令和元年度実施予定

退職後のライフブランに関する講座
実施回数(1回）

~、ゲロJE千J桑李奉云即興

○講座の実施回数､受講率
(1回、94．9％）

評価

a

今後の諜題 令和2年度

新型コロナの影響により事業中止

102 広報広聴課

市民の法知識向上のため､千葉県弁
謹士会と共催で市民法律講座を開催
します。

主な関係先:千葉県弁護士会
対象年齢期:高校生期､成人期

○市民法律講座
･実施回数(1回）

千葉県弁護士会と共催で市民法律講
座を開催する。（1回）

○市民法律講座
・実施回数(0回）
※新型コロナ対策として3月の開催を
中止とした。

★
千葉県弁護士会と共催で市民法律講
座を令和3年3月に開催予定

103
消費生活
センター

｢暮らしの情報いずみ｣を発行し､情
報提供を推進します。
主な関係先:ちばし消費者応援団､町
内.自治会、医療機関等
対象年齢期:高校生期､成人期

暮らしの情報いずみ及び暮らしの情
報いずみ特集号を発行した他､各種
啓発において､ちばし消費者応援団
の登録者に暮らしの情報いずみが送
付されることを周知した。

○発行回数､配布先件数
｡暮らしの情報いずみ(奇数月発行）
発行回数〈6回）
配布先件数(678か所）
･暮らしの情報いずみ〈特集号）
発行回数(1回）
市政だより折り込みにて配布
(461.457部）

暮らしの楕報いずみ及び暮らしの情
報いずみ特集号を発行し､広く市民に
対し啓発を行うとともに､消賀生活に
関する最新の情報を紙面に反映し、
配布する。

暮らしの情報いずみ及び暮らしの情報
いずみ特集号を発行した他､各種啓
発において､ちぱし消費者応援団の登
録者に暮らしの情報いずみが送付さ
れることを周知した。

○発行回数､配布先件数
･暮らしの情報いずみ(奇数月発行）
発行回数(6回）

配布先件数(679か所）
･暮らしの情報いずみ特集号
発行回数(1回）

市政だよりに折り込みで配布

(459,376部）

a

暮らしの情報いずみ及び暮らしの情
報いずみ特集号を発行し､広く市民に
対し啓発を行うとともに､消費生活に
関する最新の情報を紙面に反映し、
配布する。
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今後の課晶 令和ク錘舞室蛎予宗

104
消費生活
センター

債務整理のための方法等に関する情

報を提供します。
主な関係先:一

対象年齢期:成人期

多重債務者特別相談の実施日や申
込方法について市政だよりやホーム

ページで紹介した｡加えて市税事務
所や保健福祉センターの窓口で､ポ
スターの掲示等を行った。

多重債務者特別相談の実施白や申
込方法について市政だよりやホーム
ページで紹介する｡加えて市税事務
所や保健福祉センターの窓口で､ポ
スターの掲示等を行う。

多重債務者特別相談の実施日や申込
方法について市政だよりやホームペー

ジで紹介した｡加えて市税事務所や保
侭福祉センターの窓口で､ポスターの
掲示等を行った。

a

多重債務者特別相談の実施日や申
込方法について市政だよりやホーム
ページで紹介する｡加えて市税事務
所や保健福祉センターの窓口で､ポ
スターの掲示等を行う。

105
消費生活
センター

様々な年齢層が参加することができ

るよう消費者教育に関する講座を開

催します。
主な関係先:一
対象年齢期:小学生期～成人期

○巡回講座実施回数､受講者数

･ホームページや啓発等において周
知し､巡回講座等を実施した。(91
回、4,100人）

｡平成30年度に大塚製薬㈱の協力の
下建健康の維持･墹進のメニューを追

加したが利用実綴はなかった。 (大塚
製薬との提携は平成30年度をもって
終了した｡）

周知等を工夫し､消費者教育に関す
る巡回講座を開催する。

パナソニック㈱の協力の下､消費生活

に関する講座のメニューを追加した。

○巡回講座実施回数､受講者数
｡ホームページや啓発等において周知

し、巡回講座等を実施した。(78回、

1 ,832人）

･例年多くの人数が参加する事業者向
けの講座について､新型コロナの影響
で実施できなかったことから､参加人
数が大幅に減少した。

★

幅広い団体に参加しても

らえるよう､周知方法に
加え､講座の実施方法
等についても工夫する必
要がある。

消費者被害の防止に関する講座につ
いて､より幅広い分野に対応するため
にメニューを追加して実施する。

106
消費生活
センター

消費生活センター資料情報コーナー
の資料･掲示物･配架物等を充実さ
せ､消費生活センター利用者を増進
させます。

主な関係先:一

対象年齢期:全世代

･消費生活に関連する新規配架図書

(25冊）

･資料情報コーナーにおいて定期的
にテーマを設定し､図書の展示を実
施した。

○利用者数

･図書の貸出を実施した(利用者21
人)。

･ちぱし消費者応授団等､消費者教
育に関する活動のため､諸室の貸出
を行った。
a消費者活動コーナー(523人）
b研修謂蕊室(1‘240人）

c実験実習室(619人）計2,382人

消賀生活センターの利用者増を図る
ため､消掻生活センターの配架物･資
料として､消費者のニーズに合った図
書･DVD等を購入し､併せて企画展示
を行う。

年度後半の新型コロナ感染拡大のた
め_図書の貸し出し及び諸室の貸し出
しともに利用者数が伸びなかった。

○利用者数

･図書の貸出を実施した(利用者13人）

･ちばし消費者応援団等､消費者教育
に関する活動のため､諸室の貸出を
行った。
a消費者活動コーナー(375人）
b研修講装室(280人）
c実験実習室(533人)計1,188人

★
情報紙やホームページ
などを利用し､資料情報
コーナーの認知度を上げ
る工夫が必要である。

新型コロナ感染拡大防止のための非
常事態宣言が解除され次第､図喜及
び諸室の貸し出しを再開する。
消費生活センター資料情報ｺーナー
の資料･掲示物･配架物等を充実さ
せ､また､ちぱし消鐙者応援団の周知
と会員増により、消費生活センター利
用者を増進させる。
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JyI旨…

環境衛生課

施策の内容

市民が家庭用品を安全に正しく使用
できるよう､啓発を行います。

主な関係先:一

対象年齢期:全世代

指標及び平成30年度実績

市民が家庭用品を安全に正しく使用
できるよう､ホームページ等により啓
発を行った。

令和元年度実施予定

市民が家庭用品を安全に正しく使用
できるよう､ホームページ等により啓
発を行う。

令和元年度事業実績

市民が家庭用品を安全に正しく使用で
きるよう､ホームページ等により啓発を
行った。

麺
０
，

今後の

守

ホームページ掲載内容
の随時見直しをしていく
必要がある。

令和2年度実

市民が家庭用品を安全に正しく使用
できるよう､ホームページ等により啓
発を行う。

108 こども企画課

実行委員会事務局として､事業者や

ボランティアと連携し､こどもが仕事や
買い物などの疑似体験をして社会へ

参加することなどを学ぶ｢こどものまち
CBT｣を開催します。 －

主な関係先:事業者､ボランティア
対象年齢期:小学生期～高校生期

○開催日(8月24,25,26日）

○参加者数(899人）

事業者やボランティアと連携して『こど
ものまちCBT｣をきぼ－るで開催す
る。

(8月23,24,25日開催予定）

○参加者数(1‘067人）
開催日(8月23,24,25日） a

事業者やボランティアと連携して｢こど
ものまちCBT｣をきぼ一るで開催す.
る

(9月12,13日開催予定）

109 雇用推進課

大学や地元商店･商業施設､企業等

と連携し､起業体験などの実体験を
通して経済の仕組みを学ぶ｢ちばっ子

商人育成スクール｣(キッズ･アントレ
プレナーシップ教育の推進)を実施し
ます。

主な関係先:大学､事業者
対象年齢期;小学生期、中学生期、
高校生期

○『ちぱっ子商人育成スクール」
･事業数(4事業）
･受講者数(935人）

『ちばっ子商人育成スクール｣4事業
を実施。

･西千葉子ども起業塾
｡中学生のための起業体験講座
瞳幕張新都心ビジネススクール
･亜休みおしごと感励体験ワクワク
ワークデー

○rちぱっ子商人育成スクール｣事業
者数､受講者数

．事業数(4事業）
･受講者数(1,018人）

a

引き続き｢ちぱっ子商人育成スクー
ル｣(キッズ･アントレプレナーシップ教
育の推進)を実施しながら､企業Q大
学等と連携した事業の拡大を検討し
ていく。
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110

所管課

住宅政策課

施策の内容

マンションの適正管理の必要性等を

啓発するため､マンションの管理組合

役員や区分所有者などを対象として、
セミナーを開催します。

主な関係先:一

対象年齢期:成人期

f日揮狸L八二喉J媒｡Uﾕ干J箕夫1頃

○マンションセミナー

･実施回数(3回）

･受講者数(110人）

令和元年度実施予定

マンションの管理組合役員や区分所

有者などを対象として､セミナーを開
催する。

令和元年度事業実糸

○マンションセミナー

･実施回数(2回）

｡受講者数(71人）

評価

C

今後の

マンションの管理組合役

員や区分所有者が抱え
る課題や悩みの改善を
通して､マンションの適正

管理に向けた有効なセミ
ナーのテーマの股定が
必要である。

一侭已グユ､二＝応ロマ〃 且閨

マンションの管理組合役員や区分所
有者などを対象として､セミナーを開
催する。

111 建築指導課

地震による住宅の倒壊等の被害から

市民を守るため､耐震診断･耐震改修

の重要性や助成制度を学ぶ出前講
座を開催します。

主な関係先:一

対象年齢期:成人期

○耐霞診断･耐震改修出前講座
･実施回数(6回）

餌受講者数(118人）

耐震診断･耐震改修の重要性や助成
制度を学ぶ出前講座を開催する。

○耐震診断･耐震改修出前講座
･実施回数(1回〉

･受講者数(45人）
C
別の周知方法を検討す
る必要がある。

耐震診断‘耐震改修の重要性や助成
制度を学ぶ出前講座を開催する。

112
生涯学習

振興課

公民館において様々な年齢層が参加

することができるよう､消費生活に関
連する講座を開催します。

主な関係先:公民館､事業者､環境
NPO ‘

対象年齢期:全世代

○実施回数､受講者数(消費生活関
連講座）
･実施回数(82回）

迦受講者数(990人）

各公民館等において､それぞれの地
域の実情や学習ニーズを踏まえ､引
き続き学習機会の提供に努める。

○実施回数､受講者数(消費生活関

連講座）
･実施回数(11回）
､受講者数(426人）

C

各公民館等において､消
費生活に関する､それぞ
れの地域の実情や学習
ニーズを把握していく必
要がある。

と

各公民館等において､それぞれの地
域の実摘や学習ニーズを踏まえ､引
き続き学習機会の提供に努める。
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消費生活
センター

施冒 の内容

消費者教育担当課やちぱし消費者応
援団等と連携し､消費者教育に関す
る啓発等を行います。

主な関係先:庁内関係課､ちぱし消費
者応援団

対象年齢期:全世代

一

指標及び平成30年度実績

様々な団体と連携し-消費生活セン
ターの機能周知や千葉市の消費者教
育に関する取組の紹介等を含めた啓
発を実施した｡(17回）

･青葉の森スポーツプラザ・千葉ボー
トスクエアにおける啓発(5月）
･エコメツセ2018inちばへのブース出
展(如月）

輿千葉市民活動ﾌｪｽﾀにおける啓発
(11月）

､きやつせ物産展2019における啓発
(2月）

･そごう千葉店及び区役所における消
識者教育ポスターの展示(11月～1
月､5回）

･庁内関係課主催の講座等での啓発
(新規採用職員研修､介謹保険･障害
福祉サービス事業者説明会､6回〉

令和元年度実施予定

消費者教育担当課やちぱし消費者応
援団等と連携し､消費者教育につい
て効果的に啓発等を行う。

令和元年度事業実績

様々な団体と連携し､消費生活セン
ターの機能周知や千葉市の消費者教
育に関する取組の紹介等を含めた啓
発を実施した。（17回）

【内訳】
･消費者月間特別展示(5月）
･パラスポーツ応援イベント｢Go1
Together!～みんな一緒に共生する
未来～｣へのブース出展(5月）
･青少年の日フェスタにおける啓発(9
月）

｡エコメッセ2019inちぱへのブース出展
(10月）
･千葉市民活動フェスタにおける啓発
(11月）

･そごう千葉店及び区役所における消

賢者教育ポスターの展示(11月～＃
月、5回）

･成人式での資料配布(1月）
･庁内関係課主催の講座等での啓発
(新規採用職員研修(2回)､介護保険

事業者への説明会での周知(2回)､計
4回)(障害福祉サービス事業者へは
資料配布のみ）

評価

a

、 今後の課題 令和2年庵室旅予壼

消費者教育担当課やちぱし消費者応
援団等と連携し､消費者教育につい
て効果的に啓発等を行う。

114

へ弓、

消費生活
センター

消費者教育を推進するため､個人を
対象にちばし消費者応援団を募り、
消費者教育の実践を支援します。
主な関係先:一

対象年齢期:成人期

講座や啓発においてちばし消費者応
援団を紹介し､登録を促した。
○個人会員登録数(93人）

市が主催､後援又は共催するイベント
や講座等で制度の周知を図り､ちば
し消費者応援団個人会員数の増を図

る°

各種講座や啓発イベント等において、
消費者応援団を紹介し､登録を促し
た。

○個人会員登録数(96人)

a

ざ

市が主催､後援又は共催するイベント
や講座等で制度の周知を図り､ちば
し消饗者応援団個人会員数の増を図
る。

115
消費生活
センター

℃

市が主催又は後援･共催する消費者
教育に関連するイベントや啓発資料
等の情報を一元化し､市民に情報提
供します。

主な関係先:庁内関係課､消費者教
育に関する活動を行っている団体及
び事業者
対象年齢期:全世代

ちぱし消攪者応援団等が主催する蛎
座等について､ホームページや暮らし
の情報いずみに掲戯する等､宙民に
対する情報提供を支援した。

庁内関係課が行っている消費者教育
に関する活動についても適宜紹介し
た。

消蚤者教育に関する情報の収築に努
め､ホームページ等で適切に情報提
供を行う。

消費者教育に関連する講座やイベント
の情報をホームページや暮らしの情報
いずみに掲賊し､情報提供を行った。

～～、 ‐
庁内関係課が行っている取り組みに
ついて､消費者月間特別展示(パネル
展)や､各種イベント等において適宜
紹介した。

a

消費者教育に関連する講座やイベン
ト情報を収集し､ホームページ等で情
報提供する。

ジ

ル唾
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卸T官課

消費生活
センター

施策の 勾容

様々な講座･講演会等でアンケートを

実施し､消費者の要望に応じた講座
等を実施します。
主な関係先:一

対象年齢期:小学生期～成人期

十百↑慕採L八司星ﾉ火口U午j蘂乗1掴

購座において実施したアンケートの結
巣を参考に､巡回講座の内容に反映

させるとともに､消費生活講座や消費
者月間記念講演会のテーマ選定を
行った。

一
元 度実施予定

くらしの巡回講座や消費生活講座で

アンケートを実施し､その結果を講座
の内容に反映させる。

令和元年度事栗実紋

講座において実施したアンケートの結
果を参考に､巡回講座の内容に反映
させるとともに､消費生活講座や消費
者月間記念講演会のテーマ選定を
行った。

評価

a

今後の 令和2年度実施予定

<らしの巡回講座や消費生活講座で
アンケートを実施し､その結果を講座
の内容に反映させる。

117
消費生活
センター

学ぶ時間をとることが困難な成人期
の市民等に対し､消費者教育を受け

る機会を提供します。
主な関係先:一

対象年齢期;成人期

託児付きの講座を企画し､実施した。

○託児付き講座の実施回数(1回）

託児が必要と思われる世代向けの講
座の回数の減少による。

成人期の市民等が参加できるよう､ポ
ランティアと連携し､既児付きの講座
を実施する。

託児付きの講座を企画し､実施した。
○託児付き講座の実施回数(1回） a

託児ボランティアを確保
する必要がある。

成人期の市民等が参加できるよう､ポ
ランティアと連携し､託児付きの講座

を実施する。

118

教育改革推進
課

教育センター

消費者教育の推進のため､教員や学
校に対し､情報提供や研修を行いま
す。

主な関係先:学校

対象年齢期:小学生期～成人期(特
に若者）

○職場体験学習実施校数及び生徒
数

･実施校く55校〉
ﾛ実施生徒数(7,616人）

○教員向け研修の実施回数及び参
加者数

蕨実施場所:千葉市消費生活センター
･実施回数:1回(夏休み）

｡実施人数:43人

･専門研修(中学校社会科)で消費者
教育についての単元開発について触
れることができた。

消費者教育に関する指導用寅料等の
紹介及び周知を図る。

消貿生活センターの利用についての
情報提供を行う。

消費者教育コーディネーターの更なる
周知を進め､活用を促す。

新学習指導要領に基づいて､消費者
教育の内容を幅広く教職員に広める
研修機会の増加を検討する。

授業で使用できる消費者教育に関す
る指導用資料の具体的な活用例等の
紹介をする。

○職場体験学習実施校数及び生徒数
･実施校(55校）

･実施生徒数(7,593人）

○教員向け研修の実施回数及び参加
者数
･実施場所:千葉市消費生活センター
･実施回数:1回(夏休み）

｡実施人数:36人

･専門研修(中学校社会科)で消費者
教育についての単元開発について触
れることができた。

a

b

令和2年度より実施する
研究推進枝事業の支援
と成果の周知を図る必要
がある。

消費者教育に関する研
修時間を確保する必要
がある。

研究推進校を小･中･高校･特別支援
学校から2校指定し､新学習指導要
領に基づく消費者教育を進める。

叶

消費者教育に関する指導用資料等の
紹介及び周知を図る°

消費生活センターの利用についての
摘報提供を行う。

消費者教育コーディネーターの更なる
周知を進め､活用を促す。

新学習指導要領に基づいて､消費者
教育の内容を幅広く教職員に広める
研修機会の増加を検肘する。

授業で使用できる消費者教育に関す
る資料の具体的な活用例等の紹介を

する。



基本的方向4自ら考え行動する自立した消費者の育成(消費者教育推進計画）
課題3事業者及び事業所への教育

(分類1)事業者への消費生活に係る啓発活動と教育の促進

第3次千葉市消費生活基本計画に基づく令和元年度事業実績及び令和2年度実施予定

基本的方向4自ら考え行動する自立した消費者の育成(消費者教育推進計画）
課題3事業者及び事業所への教育
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番長

119

所管課

消費生活
センター

施策の内容

消費者トラブルの防止のため､事業
者に対し､法令遵守や自主規制等に
係る消費者志向的な経営に関する研
修を実施します。

主な関係先:一

対象年齢期:成人期

指標及び平成30年度実績

･相談業務の中で､個別の班業者に
対し､関係法令の趣旨等の周知を行
うとともに､事業者に対し､事業者訪
問において法令･条例に関する説明
を実施した。

･千葉県美容生活衛生同桑組合から
の依頼に応じ､事業者に対し消費者
志向経営に関する購座を実施
○実施回数､受講者数
(1回､36人）

令和元年度実施予定

相談業務の中で､個別の事業者に対
し､関係法令の趣旨等の周知を行うと
ともに､事業者に対し､事業者訪問に
おいて法令･条例に関する説明を実
施する｡また､事業者･事業者団体の
依頼に応じて巡回講座を実施する。

＝工Bp－pF■茸癖ユーー…

･相餓業務の中で､個別の率業者に対
し､関係法令の趣旨等の周知を行うと
ともに､事業者に対し､事業者訪問に
おいて法令･条例に関する説明を実施
した。

｡消費者志向的な経営に関する研修に
ついては､事業者団体からの申し出が
なかったため実施しなかった。

○実施回数､受講者数(0）

岼価 守T垂V〃露醒

消費者の立場を考えた
消費者志向的な経営の

重要性について事業者
に周知を図るためにも、

事業者団体との連携方
法を検討する必要があ
る。

2

相談業務の中で､個別の事業者に対
し､関係法令の趣旨等の周知を行うと
ともに､事業者に対し､事業者訪問に
おいて法令･条例に関する説明を実
施する｡また､事業者･事業者団体の
依頼に応じて巡回銅座を実施する。

120
消費生活
センター

消費者トラブル防止のため､事業者
に対し､消費生活に関連のある法令
や条例の周知啓発及び消費者志向
的経営に関する意見交換を行いま
す。

主な関係先:一
対象年齢期:成人期

率業者に対し､事業者訪問において
消費生活に関連のある法令や条例の
周知啓発及び消費者志向的経営に
関ずる意見交換を行った．

○事業者数(36件）

事業者に対し､事業者訪問において

消篭生活に関連のある法令や条例の
周知啓発及び消賀者志向的経営に
関する意見交換を行う。

事業者に対し､事業者訪問において消
賢生活に関連のある法令や条例の周

知啓発及び消費者志向的経営に関す
る意見交換を行った。

○事業者数(36件）

a

事業者に対し､事業者訪問において

消賢生活に関連のある法令や条例の
周知啓発及び消費者志向的経営に
関する意見交換を行う。

121
廃棄物
対策課

事業者のごみの減量やリサイクルに
関する意識の高揚を図るため､事業
所ごみ通信｢リサイクリーンちば｣を発
行し､啓発を行います。

○発行部数(5,600部） 事業見直し
○配布部数一

(事業見直しのため未実施）
ー 事業廃止

122
廃棄物

対策課

事業者のごみの減量やリサイクルに
関する意識の高揚を図るため､講演
会を開催し､啓発を行います。

○実施回数(1回）
参加者数(131人〉

事業見直し

○実施回数､参加者数一
(事業見直しのため未実施） 一

講習会のあり方について
検討する必要がある。

効果的な講習会の実施について検討
する



基本的方向4自ら考え行動する自立した消費者の育成(消費者教育推進計画）
課題3事業者及び事業所への教育

(分類2)職域における消費者教育の促進

第3次千葉市消費生活基本計画に基づく令和元年度事業実績及び令和2年度実施予定

基本的方向4自ら考え行動する自立した消費者の育成(消費者教育推進計画）
課題3事業者及び事業所への教育
(分類2)職域における消費者教育の促進
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番号

123

所管課

人材育成課

消費生活

センター

施策の内容

千葉市の新規採用職員に対して､職

員の消費者被害防止のための教育を
実施します。

主な関係先:一

対象年齢期:成人期(特に若者）

指標笈ぴ平成go生庵室締

市役所新規採用職員対象研修

○実施回数､受講者数
･実施回数(2回）

ﾖ受講者(152人)／受講対象者(153
人）

人材育成謀の実施する新規採用職
員研修の一つとして消蟹者教育を
テーマとした瞬座を実施した。
○実施回数､受講者数
･実施回数(2回）
"受講者数(152人)／受講対象者
(153人）

令和元年庵室流予宇

千葉市の新規採用職員に対して､職
員の消費者被害防止のための啓発
講座を実施する。

千葉市の新規採用聯員に対して行う

消費者被害防止のため講師を派遣す
る。

今西＝儘牽市詮一錘

市役所新規採用職員対象研修
○実施回数､受講者数
｡実施回数(2回）
･受講者(194人)／受講対象者(194
人）

人材育成課の実施する新規採用職員

研修の一つとして消費者教育をテーマ
とした講座を実施した。

○講座実施回数､受講者数
･実施回数(2回）

ﾛ受講者数(215人）
※外郭団体の職員21人を含む。

評価

a

a

今後の

新規採用職員に対し､職

員の消費者被害防止の
ための教育を継続して実

施し､理解を深めてもらう
必要がある。

令和2年度実施予定

千葉市の新規採用職員に対して､職
員の消費者被害防止のための啓発
講座を実施する。

千葉市の新規採用職員に対して行う
消費者被害防止のため､購師を派通
し｢消費者教育の推進｣に関する講座
を実施する。

124
消費生活
センター

事業者･事業者団体と連携し､新入社
員等に対し消費者トラブル防止のた
めの講座を実施します。

主な関係先:事業者､事業者団体
対象年齢期:成人期

新入社員対象研修について連携の申
し出がなかったため実施せず。

○実施回数､受講者数(－）

新入社員研修での講座を､企業等と
連携して実施する。

○実施回数､受講者数

(2回、53人） a
新入社員研修での講座を､企業等と
連携して実施する。

125
消費生活
センター

消費者教育担当課が連携した取り組
みを行えるよう､職員に対して消費者

教育に関する研修を実施します。
主な関係先:庁内関係課
対象年齢期:成人期

研修は実施せず

○実施回数､受識者数(－）
･庁内関係課に情報紙｢暮らしの情報
いずみ｣を送付するなど､消費生活に
関する情報提供を誇官実施した。

消蟹者教育に関する情報提供を行
い､庁内における連携強化を図る°

研修は実施せず

○実施回数､受講者数(0）
･職員向けに特化した研修は実施しな
かったが､市民向け講演会を視察した
市民自治推進課職員を通じて(連
携)、町内自治会長向けの消費者教育
に関する講座に講師を派遣した。
･庁内関係課に情報紙｢暮らしの情報
いずみ｣を送付するなど､消費生活に
関する情報提供を適宜実施した。

．

関係課が連携して消費
者教育に関する取組み

を行うために､庁内職員

が消費者教育に関する
知識を深められるように
する必要がある。

消費者教育に関する情報提供を行
い､庁内における連携強化を図る。



基本的方向4自ら考え行動する自立した消費者の育成(消費者教育推進計画）
課題4担い手の育成･支援

(分類1)関係機関との連携

第3次千葉市消費生活基本計画に基づく令和元年度事業実績及び令和2年度実施予定
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画一

126

Fy9E坪

消費生活
センター

施策の内容

消費者教育ワーキンググループ等を
通して教育委員会と連携し､学校にお
ける消費者教育の推進を図ります。
主な関係先:教育委員会､学校
対象年齢期:小学生期、中学生期、
成人期

指標及び平成30年度実緬

消費者教育ワーキンググループを開
催し､学校に関する消費者教育の推
進について検討を行った｡(1回）

消費者教育ワーキンググループとの
連携のもと､教員を対象とした成年年
齢引き下げ及び消費生活･環境に関
する講座及び､消擬者教育ポスター
事業を実施した。

令和元年度実施予定

消費者教育ワーキンググループと連
携し､学校における消費者教育を推
進するため､様々な取り組みを実施
する。

令和元年度事業実頼

消費者教育ワーキンググループを開
催し､学校に関する消費者教育の推
進について検討を行った。（1回）

【連携事業】
･消費者教育研究推進校事業(2校）
･消費者教育ポスター事業
･夏休み小学生向け調座
園適応指導教室での消費者教育
･教員向け研修(教育センター主催)講
師派遣

評価

a

今後の諜頴

･多忙な現場の教職員の
協力を得る必要がある。
･ポスター事業の応募者
増加のため､テーマ設定
などを工夫する必要があ
る。

堀和二年Jラーjlm-rア心

消費者教育ワーキンググループと連
携し､学校における消費者教育を推
進するため､様々な取り組みを実施す
る。

127 環境保全課

I

市民､事業者､学識経験者等から構
成されるちぱし温暖化対策フォーラム

を運営し､市民や事業者に対する啓

発活動を行います。
主な関係先二市民､事業者､学識経験
者､学校関係者､環境NPO､地球温

暖化防止活動推進員、千葉県地球温
暖化防止活動推進センター
対象年齢期:全世代

○実施回数､参加者数

(6回､947人）

ちぱし温暖化対策フォーラムによる啓
発活動を行う。

○実施回数､参加者数

(4回、685人） C

市民などの参加者を増
やすための周知方法を
検討する必要がある。

ちばし温暖化対策フォーラムによる啓
発活動を行う。

128
生涯学習

振興課

国際理解教育に係る取組みを行う千
葉ユネスコ協会が実施する社会教育
活動を支援します。
主な関係先:千葉ユネスコ協会
対象年齢期:全世代

千葉ユネスコ協会が実施する社会教
育活動を支援した。
(千葉市社会教育関係団体事業補助
金の交付）

国際理解教育に係る取組みを行う千
葉ユネスコ協会が実施する社会教育
活動を支援する。
(千葉市社会教育関係団体事業補助
金の交付）

千葉ユネスコ協会が実施する社会教
育活動を支援した。
(千葉市社会教育関係団体事業補助
金の交付）

b

国際理解教育に係る取組みを行う千
葉ユネスコ協会が実施する社会教育
活動を支援する。
(千葉市社会教育関係団体事業補助
金の交付〉

話鼻 A L



基本的方向4自ら考え行動する自立した消費者の育成(消費者教育推進計画）
課題4担い手の育成･支援

(分類2)地域団体や事業者等の消費者教育活動支援

第3次千葉市消養生活基本計画に基づく令和元年度事業実績及び令和2年度実施予定

基本的方向4自ら考え行動する自立した消費者の育成(消費者教育推進計画）
課題4担い手の育成･支援
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番号

129

JンI巴…

市民自治

推進課

施策の内容

千葉市民活動支援センターを通じて、

ボランティア活動やNPO活動に関す
る情報提供､活動場所の提供や活動
に関する相談などを行います。
主な関係先:ボランティア団体､NPO
団体

対象年齢期:中学生期～成人期

指標及び平成30年度実績

○諸室の利用件数､利用者数
｡会議室利用件数735件

･談話室利用件数780件(計1,515
件）

"(消費者保謹に関する)登録団体(8
団体）

○施設利用者数
(17,532人）

令和元年度実施予定

千葉市民活動支援センターを通じて、
ボランティア活動やNPO活動に関す
る傭報提供､活動場所の提供や活動
に関する相談などを行う。

令和元年度事業実

O諸室の利用件数､利用者数
.会議室利用件数728件

･談話室利用件数729件(計1,457件）
･(消費者保護に関する)登録団体数
(10団体）

○施設利用者数
(15,979人）

旺匝

b

今後の むふU二季』量表打mFTア生

千葉市民活動支援センターを通じてミ
ポランティア活動やNPO活動に関す
る情報提供､活動場所の提供や活勵
に関する相鱗などを行う。

130
消費生活
センター

消費者教育に関する活動を行う地域

団体や事業者等を｢ちばし消費者応
援団｣として登録し､その活動を支援

することで､消費者教育を推進しま
す。

主な関係先:地域団体､事業者
対象年齢期:全世代

庁内関係課が主催する事業者説明
会等の機会を活用し､団体会員の周
知を実施した

○団体会員数(98団体）

ちばし消費者応援団の制度を周知
し､消費者教育に関する活動を行う地
域団体や事業者等の登録を促す。

庁内関係課が主催する事業者説明会
等の機会を活用し､団体会員の周知
を実施した。

○団体会員数(102団体）

a

ちぱし消費者応援団の制度を周知
し､消費者教育に関する活動を行う地
域団体や事業者等の登録を促す。

131
消費生活
センター

千葉市民活動支援センターと連携し、

消費者団体の活動促進を図ります｡
主な関係先:千葉市民活動支援セン
ター

対象年齢期;全世代

千葉市民活動フェスタにて展示を行
い､消礎生活センターの事業につい
て周知を行った。

消費生活センターの事業内容を消費
者団体等に周知するため､千葉市民
活動支援センター主催のイベント等
へ参加する。

千葉市民活動フェスタにて展示を行

い､消費生活センターの事業について
周知を行った。

a

消費生活センターの事業内容を消費
者団体等に周知するため､千葉市民
活動支援センター主催のイベント等
へ参加する。



基本的方向4自ら考え行動する自立した消費者の育成(消費者教育推進計画）
課題4担い手の育成･支援
(分類2)地域団体や事業者等の消費者教育活動支援
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基本的方向4自ら考え行動する自立した消費者の育成(消費者教育推進計画）
課題4担い手の育成･支援
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’

132132
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消費生活
センター

施策の内容

ちばし消費者応援団の活動を支援す
るため､登録者に対し消費生活セン
ター内の諸室の貸し出し､ポスター掲
示や資料の配架等を行います。
主な関係先:一
対象年齢期:成人期

指標及び平成30年度実績

ちばし消費者応援団登録者の依頼に
基づき､主催するイベント等について
ポスターの掲示や暮らしの情報いず
みで紹介を行ったほか､活動場所とし
てセンターの貸出を実施した。

○貸出同数(63回）

令和元年度実施予定

ちばし消費者応福岡登録者に対し消
費生活センター内の諸室の貸し出し、

ポスター掲示や資料の配架等を行
フ。

弔矛ロブE平屋奉釆夫m頃

ちばし消費者応援団登録者の依頼に
基づき､主催するイベント等について
ポスターの掲示や暮らしの情報いずみ
で紹介を行ったほか､活動場所として

諸室の貸出を実施した｡．(年度後半に

おいて､新型コロナの感染拡大に伴
い､キャンセルが多数発生した｡）

○貸出回数(53回）

麺
★

今後の 令和2

ちばし消費者応援団登録者に対し消
費生活センター内の賭室の貸し出し、
ポスター掲示や資料の配架等を行
』

つ。

133 地域福祉課

市及び各区のボランティアセンターに
おいて､ボランティア活動を支援する
ための情報提供や講座の開催､活動
施設及び書籍の貸出を行います。
主な関係先;ボランティア団体
対象年齢期:小学生期～成人期

Oボランティア活動支援講座
講座開催日数(72日〉
受講者数(773人）

市及び各区のボランティアセンターに

おいて､ボランティア活動を支援する
ための情報提供や露座の開催､活動
施設及び書籍の貸出を行う。

○講座開催日数､受識者数
ボランティア活動支援講座

,

講座開催日数(60日）

受講者数(693人）

市民向け講座46講座のうち､8講座を

新型コロナの影響によりやむを得ず中
止としていることから､開催日数･受講
者数ともに前年度を下回ったものであ
る。

★
市及び各区のボランティアセンターに
おいて､ボランティア活動を支援する
ための情報提供や講座の開催､活動
施設及び書籍の貸出を行う。

134 環境保全課

大草谷津田いきものの里等で自然保
護活動を行っているボランティア団体
の講習会や普及啓発などの活動を支
援します。
主な関係先:ボランティア団体
対象年齢期:高校生期､成人期

炭焼に関するスキルｱｯプ講座の開
催 、

･講座開催回数(1回）
.受識者数(10人）

大草谷津田いきものの里等で自然保
護活動を行っているボランティア団体
の調習会や普及啓発などの活動を支
擬する。

市主催のスキルアップ講座については
新型コロナ対応のため中止とした｡ま

た､ボランティア団体主催のイベントの
後援を行った。
･講座開催回数(企画1回中止1回）
･後援イベント(2回)，

★
会員確保のため､ボラン
ティア団体の周知を図る
必要がある。

大草谷津田いきものの里等で自然保
護活動を行っているボランティア団体
の講習会や普及啓発などの活動を支
援するとともに､団体と連携し体験教

室を実施する等団体の活性化を図
る。



基本的方向4自ら考え行動する自立した消費者の育成(消費者教育推進計画）
課題4担い手の育成･支援

(分類2)地域団体や事業者等の消費者教育活動支援
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番号
ー

135

所管員
I

ー

廃棄物

対策課

施筈の内容

ごみ減量のための｢ちばルール｣の晋
及､定着に向け､｢ちばルール｣協定
店の取り組みの周知を図ります。

主な関係先:事業者
対象年齢期:全世代

及び平成30年度実及び平成30年度実

○ちぱルール行動協定店件数
･事業者数(50事業者）

｡店舗数(163店舗）

令和元年度実施予

rちばルール｣行動協定店の拡充に向
け､行動協定店の積極的なPRを行う
とともに､募集活動を行う。

令和元年度事業実績

○ちばルール行動協定店件数
･事業者数(50事業者）

･店舗数(163店舗）

－

評価

a

今後の課顕 全壬、ワ拝磨壼蛎零宅

｢ちばルール｣行動協定店の拡充に向
け､行動協定店の積極的なPRを行う
とともに､募集活動を行う。

136 収集業務課

古紙･布類を回収する集団回収団体
の支援を通じて､ごみ減量･再資源化
活動を推進し､あわせてごみに対する

市民の関心を高め､資源の有効利用

に対する意識の向上を図ります。
主な関係先:集団回収団体

対象年齢期;全世代

○古紙･布類回収量(10,837t)
集団回収団体への補助金交付や保
管庫等の設置などに対する支援を引
き続き行う。

○古紙･布類回収量10ｩ068t
b
参加団体数､回収量とも
に増加させる必要があ
る。

集団回収団体への補助金交付や保
管庫等の般置などに対する支援を引
き続き行う。

137
生涯学習

振興課

ちば生涯学習ボランティアセンター
(生涯学習センター内)において､ボラ

ンティアに関する情報提供や研修等
を行い､消費者教育に関連する分野

で活動するボランティア団体等を支援
7 －号 9

レ津9．

主な関係先:ボランティア団体
対象年齢期:高校生期､成人期

ちば生涯学習ボランティアセンター
(生涯学習センター内)において､ボラ
ﾝティアに関する情報提供や研修等
を行った。

ちぱ生涯学習ボランティアセンター登
録者研修ボランティア先生紹介ミニ講
座として､市民への有益な摘報提供
(消賀者教育)を目的とした｢失敗しな
い外壁塗装｣を実施した。

ちば生涯学習ボランティアセンター
(生涯学習センター内)において､ボラ
ンティアに関する惰報提供や研修等
を行う。

ちば生涯学習ボランティアセンター(生
涯学習センター内)において､ボラン
ティアに関する情報提供や研修等を
行った。 ．

ちば生涯学習ボランティアセンター登
録者研修ボランティア先生紹介ﾐ二
講座として､相続や成年後見等をテー
マとした講座｢超幸齢人生終活10の
テーマ｣を実施した。

a

ちば生涯学習ボランティアセンター

(生涯学習センター内)において､ボラ
ﾝティアに関する情報提供や研修等
を行う。
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基本的方向1消費生活の安全･安心の確保

数値目標

指標

口

個別施策

ﾖ ﾙ

項目名 ． ， 単位

令和元士
(上段:目1
下段:実り

昌度

黒値）
青値 ．

11 完了検査率 ％
(100）

､､… 。 、〃 949 ：上ず、 、！､、 、

個別施策 項目名
筒r ．

単位
令和元年度
実績値

1 食品に関する相談情報連絡票の送付件数 件 0

3 食品営業施設等の監視件数 件

心 . ぜ

‐ 5,811

4 地方卸売市場における食品衛生施設等の監視件数 件 12,902

5 食鳥処理場の監視指導実績 件

F 全

49

6 食品検査実績 検体 852

6 食中毒･食品苦情検査実績 検体 679

11 完了検査率 ％ 949

12 消費生活用製品安全法に基づく立入検査件数 件 8

- 12 電気用品安全法に基づく立入検査件数 。 件 6

14 家庭用品検査実績 検体 80



基本的方向2適正な取引環境の確保

指標

個別施策 項目名 単位
令和元年度

実績値

17 家庭用品品質表示法に基づく立入検査件数
児

件 6

18 条例に規定する基準の順守状況に関する調査店舗数 件 6

20 はかりの定期検査個数 個 2,087

21 商品量目立入検査件数 件 47



基本的方向3相談による消費者被害の救済

指標

一二一へ戸

ー 一一一－－－－－－－－－ b

’

個別施策 項目名 単位
令和元年度
実績値

28 多重債務者特別相談の件数 件 35

29 出張相談の件数 件 ー

30 インターネット相談の件数 件 ・ 24

33 国民生活センター等への研修参加回数 回 29衿

33 所内研修会の実施回数 回 3

34 若年者に対する特別相談の実施回数 回 ‘: 2 ≦



基本的方向4自ら考え行動する自立した消費者の育成(消費者教育推進計画）

課題1消費者被害防止のための教育

指標
4 3

個別施策

, " ::§･“ ｡ 、 : ;；

項目名
f 4

単位
令和元年度
実績値

盟
牛

L日 .殿

40 教育現場における講座の実施回数｡受講者数 回（人） 35(1,1“) ” ､
f 94 呉 』 』 4

, ,..,, ﾓも ， : .､､ ,.､ 謹筑: ‘ ::群

42 警察や区役所等と連携した講演会の実施回数･受講者数 回（人） 3(50）

詮

43 悪質商法とその対処法に関する講座の実施回数･受講者数 回（人） ､ 16(2,138）

44 くらしの巡回講座の実施回数･受講者数 回（人）
悪 L ず 開白

78(1,8： 2）

遭苛F
叫 冒智

ﾊf

〈 1 且

46 認知症サポーター養成講座の実施回数･受講者数 回（人） 166(8,3
P 昌盟

18） 、”
抄 L

F曾

47 高齢者を対象とした消費者被害の防止に関する講座の実施回数･受講者数 回（人） 50(656〉
《

48 公民館等における消費者被害の防止に関する講座の実施回数･受講者数 回（人） 3(50)。

50 ちばし安全･安心メールの送付人数及び件数 人（件） 495896(7
苧 等

9)； 日E学踊

拓h E H

ぐ ､

50 ホームページを活用した架空請求などに関する情報提供の回数 回 7

53 防犯アドバイザーの派遣回数 回 3 》 掌

54 ｢防犯への協力に関する覚書｣の締結事業者数 社

鼻 f F 甥 公 鴎

¥皇:: :59: “'4… 、:" ′ 〃&ず 二

54 市及び覚書締結事業者と協同した啓発活動の実施回数 回 2 色

55 消費者被害注意報送付回数 回 、 ＃ :澱6*蕊

56 高齢者の見守り活動を実施する町内自治会等に対する活動の初期費用の助成件数 回 1
喝



〆
β
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基本的方向4自ら考え行動する自立した消費者の育成(消費者教育推進計画）

課題2自立した消費者になるための教育

数値目標

指標

個別施策 項目名 ‘ 単位

令和元年度

(上段:目標値）
下段:実績値

69 市民農園･農業体験農園数 箇所
(44）

38

109 ｢ちばっ子商人育成スクール｣受講者数 人
（560）

1，018

個別施策 項目名 単位 。
令和元年度
実績値 ：

59 年代別講座受講者数【離乳食教室】 ‘ 人 1,29ヌ

59 年代別講座受講者数【食の実践教室】 人 626

59 年代別講座受講者数【介護予防教室(食事セミナー)】 人 1,013

60 食生活改善推進員(ヘルスメイト)養成講座の実施回数･受講者数 回（人） 6(208）

61 健康づくり応援店件数 店 210

63 食の安全に関する講演会の実施回数､参加者数 回（人） 1(40）

65 食育だより等配布先件数【保育所】 箇所 55

65 食育だより等配布先件数【計画策定認定こども園】 箇所 2

65 食育だより等配布先件数【学校】 枝 169



基本的方向4自ら考え行動する自立した消費者の育成(消費者教育推進計画）

課題2自立した消費者になるための教育

指標

個別施策

寺 炉

項目名 単位
令和元年度

実績値

67 地産地消に関する市民の理解を深めるためのキャンペーン実施回数 回 9

68

、

小学校における生産者による出張授業の実施校数 校 7 、

69 市民農園数.参加者数 箇所（人） ､34(1,372）

69 体験農園数.区画数 箇所（区画） 4(298）

69 観光農園数.参加者数 箇所（人） 26(72,398）

70 農山村留学実施校数､参加児童数 校（人）
P

1‘11(8,277）

72
インターネットに関連する消費者トラブルとその対処法等に関する講座の実施回数.受
講者数

回（人） 1(15）

73 シルバー人材センターにおけるパソコンの活用に関する講座の実施回数･受講者数 回（人） 554(636）

74
いきいきプラザ･センターにおける高齢者を対象としたパソコンの利用に関する講座の実
施回数･受講者数

回（人） 80(1,180）

75 情報モラルカリキュラム等の配信開催校数 枝 169

76 小･中･特別支援学校の関係する教員に対する研修の実施回数･受講者数 回（人） 1(169）

77 エコライフカレンダーの配布部数 部 25,000

78 ホームページを活用した環境に関する啓発(ホームページ更新回数） 回 59 ‘

79 自然観察会の実施回数･受講者数 回（人） 14(398） ‐

81 環境学習モデル校指定数 校 12



基本的方向4自ら考え行動する自立した消費者の育成(消費者教育推進計画）
課題2自立した消費者になるための教育

指標

I

』

e－､一

個別施策 ， 項目名 ． 単位
令和元年度

実績値

82 環境問題関連の講演会の実施回数､参加者数 回（人）
･エコメッセ(1回､参加者10,500人）
･公民館講座(26回､610人）

83 焼却ごみ削減のための大学生ボランティアグループと連携した啓発活動の実施回数 回 4
野

84 エコレシピ料理の普及啓発活動の実施回数､受講者数 回（人） 3(80）

85 GO!GO!へらそうくん発行回数､部数 回（部） 、 “, 、1 J F公

86 生ごみ資源アドバイザー登録者数 人

昇 司 n 酷

43 。

87 学習会等への生ごみ資源アドバイザー派遣回数､受講者数 回（人） 10(520）
bﾆ bふ

88 生ごみ減量処理機の購入費の助成件数′ 件

￥ b八 b . E ﾆ F b 乳 ﾜ bnL

公 ‘ﾑ ﾑ‘ － 噂 A 9鐘

150

88 生ごみ肥料化容器の購入費の助成件数 件 160 ， ， ゞ￥ 、

89 ｢へらそう<んルーム｣｢ごみ分別スクール｣の実施数【保育所】 箇所

み ④
； 凸 ､

｡ =:6""M篭 ，『癖ル ツ ､蜜:龍: ゞ癖

89 ｢へらそうくんルーム｣｢ごみ分別スクール｣の実施数【幼稚園】 箇所 6

89 ｢へらそうくんルーム｣｢ごみ分別スクール｣の実施数【小学校】 箇所 110

90 使用済み小型家電の回収ボックス設置箇所 箇所 26

91 廃食油の回収拠点からの回収団体数 、 団体 41

92 施設見学の実施回数､参加者数 回（人） 1(21）

93 地球温暖化に対する緑化の取組み(緑のカーテン)種配布数､苗配布数 袋（苗） 2,400(258）
Ｆ
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基本的方向4自ら考え行動する自立した消費者の育成(消費者教育推進計画）

課題2自立した消費者になるための教育

指標

〆

個別施策 ゞ￥項目名。 ， “：‘。 ． ： ：； 、” “ 。
才 ：迅 静

単位
喝 .戸

令和元年度
実績値

94 飼育に関する環境教育の実施回数 回 即 11

95 国際交流等を行う団体への助成件数 一 団体
号 』■ J

句

9“ 郡

画 蜂弘

96 姉妹都市との青少年交流の参加者数 人 20： 、

97 外国人講師配置数 人
小学校40

中学§高校19"I、

98 海外の姉妹校･交流校などとの国際交流活動の実施校数 校 24

99 外国人児童指導教室設置校数､協力員数 校（人） 2(13ル ポ;:ゞ 《 F 1

100 留学生受入及び海外での語学研修派遣数【ノースバンクーバー市】 人

] 唖

1 .『 : 唾 , ,¥

, :魚48鐘乳: ”罐‘: ； 才 識:

100 留学生受入及び海外での語学研修派遣数【ヒューストン市】 人 32

100 留学生受入及び海外での語学研修派遣数【ザウッドランズ市】 人 ＃' 35:: ‘ ､ :毒譲､溌瀞" ‘〈
侭; 草: 』 ～ 里 』

100 留学生受入及び海外での語学研修派遣数【オーストラリア】 人 103 ‘

101 退職後のライフプランに関する講座の実施回数､受講率 回（％） 1(949） ; ： 。

102 市民法律講座の実施回数､受講者数 回(‐人）

凸
士
迅

0(0）
Ｆ
Ｌ

103 暮らしの情報いずみの発行回数､配布先件数 回（箇所） 6(679）

あ
ぜ
僻

105 巡回講座実施回数､受講者数 回（人）
､ : . '． ヨ ー § : と薮信､

鮮 §78(1;“2）

討L

' ､弱趣 凶』 託

杢 ' 鄙 日ﾔ

106 消費生活センター資料情報コーナー利用者数 人 ,13



基本的方向4自ら考え行動する自立した消費者の育成(消費者教育推進計画）

課題2自立した消費者になるための教育

指標

～

ﾉ

、

霊 品

個別施策
■J q 己 蒔

轡 ⑨ b 詩

項目名
凸

4 ､

単位 I
I

;令和元年度畷ゞさ：〔 :鼠
界 ※ f ". j実績値、 烏 ‘ ゼ

108 ｢こどものまちCBT｣参加者数 人

I

1.067 － 画

109 ｢ちばっ子商人育成スクール｣事業数､受講者数 事業（ ･人）

: f ､. . . .;. ｡ ‘

4(1“8） 稗 河 L f

110 マンション適正管理セミナーの実施回数､受講者数 回（人） J

1

2(71）

111 耐震診断･耐震改修出前講座の実施回数､受講者数 回（人） i "N41;""IT":
‘ .． 為 ． ：.， '. 傘

112 消費生活関連講座の実施回数､受講者数 回（人）
､ ＊” ;; ”W

11(426)‘: ‘¥# ;: ， 骨

114 ちばし消費者応援団個人会員登録数 人 96,
rr #

117 託児付き講座の実施回数 回

賎

Ⅱ

串

口

《

ｆ

・

蹟

吐

『

１

Ⅱ

魂

ざ
Ⅱ

吐

Ⅱ■

唖

Ｂ

Ｐ

群軋凸

■

山ｂ

Ｊ・

串吃

．

．ゾ

鹿

“

背

・

１

．
Ｇ
令
．
ｆ

⑤

118 職場体験学習実施校数及び生徒数 ‘‐ 校（人） 。 55(7,593） ； ‘： ‘. ※
ｺ 今

118 教員向け研修の実施回数及び参加者数 回（人） I f…;"_:､'､ "135)i;
ざ 凡

Eつ

両乎 凹

吾 寸 畢 嘩潭 J△ 』 .『 h
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基本的方向4自ら考え行動する自立した消費者の育成(消費者教育推進計画）

課題3事業者及び事業所への教育

指標

個別施策 項目名 単位
令和元年度

実績値

119 事業者を対象とした消費者志向的な経営に関する研修の実施回数､受講者数 回（人） 0(0）

120 消費者トラブル防止のための意見交換の実施事業者数 件 36

121 ｢リサイクリーンちば｣配布部数 部

122
事業者を対象としたごみの減量やリサイクル促進に関する講演会の実施回数､参加者
数

回（人） ー

123 千葉市の新規採用職員を対象とした講座実施回数､受講者数 回（人） 2(215）外郭団体職員21人を含む

124 新入社員等を対象とした消費者トラブル防止のための講座の実施回数､受講者数 回（人） 2(53） 所 ‘" ドド ‘

125 市職員を対象とした消費者教育に関する研修の実施回数､受講者数 回（人） 0(0）


